
JACTIMの歩み　４０年史
発刊に寄せて

　JACTIM４０年史の発刊、誠におめでとうございます。

１９８３年の創設以来、JACTIMは長きにわたり、日・マレーシア両国間の貿易、商業、産業及

び投資の促進を通じて活動の幅を広げつつ、両国の経済関係の緊密化に重要な役割を果たしてこら

れました。また、文化・社会・教育等の分野に対しても様々な貢献活動を行ってこられました。

　本誌では主に２０１４年から２０２３年までの JACTIM の活動内容が記載されていますが、

JACTIMが多種多様な活動や、会員間の結束、マレーシア社会との相互理解の取組等を通じ、日・

マレーシア友好親善関係の強化に大きな成果をもたらしてこられたことを改めて実感でき、駐マ

レーシア大使として会員の皆様に心からの敬意を表したいと思います。また、当記念誌を作成され

た関係者のご尽力に感謝いたします。

　日本とマレーシアは、２０２２年に４０周年を迎えた東方政策に基づく、友好協力関係を長年に

わたって構築しており、現在のアンワル首相もそうした姿勢を維持しています。実際に、昨年７月

には JACTIM とともにアンワル首相を表敬する機会がありましたが、その際にアンワル首相は特

定国のビジネス界を対象とする会合は日本が最初であると述べており、これはアンワル首相の日本、

そして JACTIM を重視していることの証左です。本会合の成果として、昨年末に成立した本年度

予算では、JACTIM が長年要望をしていた再投資控除に関する新たな制度が設けられており、早

速アンワル首相は JACTIM との約束を果たしてくれたようにも思います。この速やかな対応に応

え、JACTIMの会員企業の皆様が当地において更に活躍され、日マレーシア関係の強化に寄与さ

れることを期待しています。

　また、昨年１２月の日マレーシア首脳会談において、岸田総理とアンワル首相は両国関係を「包

括的戦略的パートナーシップ」に格上げすることに合意しました。４０周年という節目を迎えられ

た JACTIMが今後とも、「包括的戦略的パートナーシップ」に基づく日・マレーシア関係の発展に

一層貢献されることを願うとともに、ますますのご発展を祈念しております。

2024 年４月

駐マレーシア日本国特命全権大使

髙橋　克彦



JACTIMの歩み　４０年史
発刊に寄せて

　1983 年 11 月に設立されましたマレーシア日本人商工会議所（JACTIM）は、御陰様で設立

４０周年を迎えることができました。

　開所以来、会員企業各社の諸先輩方々のご尽力ならびに日本―マレーシア両国政府からのご支援

により、マレーシア産業界に於いて確固たる地位を築くと共に両国の友好関係強化、経済発展に貢

献してまいりました。

　2020 年からのコロナ禍においては、経済の先行きが不透明な中、マレーシア政府との対話を活

発に行い、在マレーシア日本国大使館や JETRO等関係機関からの強力なサポートを仰ぎながら、

会員企業への迅速な情報提供を行うとともに、事業を滞らせることなく着実に展開することができ

ました。

　今後も、ますます多様化するニーズに対応するべく、さらなる効果的な政府との対話、渉外活動

の展開、会員企業の皆様にとって活用しがいがある JACTIM、日本のプレゼンス向上を目指して、

更に皆様のお役に立てる存在となるべく努力する所存です。　

　最後になりましたが、日々お忙しい中、本書の刊行にむけ様々な形で多大なご協力を賜りました

皆様に対し、心より感謝の意を表します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　マレーシア日本人商工会議所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会頭　　澤村　剛朗
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マレーシア日本人商工会議所創立４０周年に際しての
岸田総理祝賀メッセージ

　本年、マレーシア日本人商工会議所が創立４0周年を迎えられたことを心からお祝い申し上げま

す。この４0年間、マレーシア日本人商工会議所が、様々な形で、マレーシアの日本企業、そして

マレーシア経済の発展に御尽力をされてきたことに改めて敬意を表します。

　1983 年に、マハティール元首相から設立の許可を受け、開所当時 121 社であった会員企業数は、

現在、600 社以上にもなっていると伺っております。マレーシア日本人商工会議所が歩んできた

40年間は、日本とマレーシアの経済関係の発展、緊密な友好関係の構築の歴史そのものであると

言えます。

　日本はマレーシアの主要な投資国であり、重要な貿易相手国となっています。1,600 社を超える

日本企業が進出し、製造業、サービス・小売業、脱炭素化を含むエネルギー分野など、幅広い分野

で活躍されており、まさに官民を挙げて、マレーシアとともに経済成長を成し遂げてきました。

日本とマレーシアは、2022 年に外交関係開設 65 周年と東方政策 40 周年を迎えました。これら

を通じ、政治・安全保障や経済、人的交流・文化等をはじめ、広範な分野で強固な関係を築き、両

国は「かけがえのないパートナー」となっています。昨年 12月のアンワル首相との首脳会談では、

二国間関係を「包括的・戦略的パートナーシップ」に格上げし、両国の関係を一層発展させていく

ことで一致しました。

　また、私自身も昨年 11月にマレーシアを訪問し、アンワル首相との会談に加え、マレーシア日

本人商工会議所の会員企業の方々とも意見交換し、両国経済関係の展望に向けたお話を伺いました。

日本企業の皆様が、それぞれの事業活動において、当地の人々の生活に向き合い、マレーシアの経

済成長に貢献し、着実に信頼を得てきたことを実感いたしました。

　昨年は日本ASEAN友好協力 50 周年の歴史的節目でした。日本は、他国に先駆け、ASEAN

との対話関係を開始し、1977 年に、初めての日ASEAN首脳会議をマレーシアで開催しました。

同年に福田赳夫総理（当時）が示した、後に「福田ドクトリン」と呼ばれるASEAN外交原則は、

今も日ASEAN関係の基盤となっています。日本とASEANは、これまで長きにわたり、インド

太平洋地域の平和と繁栄に貢献してきました。次の 50年も、日本にとってASEANは変わらず重

要なパートナーであり続けます。日ASEANは共に成長し、これまで以上に強固な友好関係を構

築していきます。 

　そのためには、マレーシアを含む、成長著しいASEAN各国と先端技術を有する日本が、双方
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の強みを活かし、未来を「共創」することが重要です。 ASEANの国々との間で、未来産業の創出、

脱炭素化の取組を含むアジア・ゼロエミッション共同体構想の推進、共創を支える人材の育成につ

いて、政府としてしっかりと取り組んでいきます。

　日ASEANが共に未来を創る「共創」を実現するためのドライビングフォースは企業の皆さん

です。今後とも、マレーシア日本人商工会議所が中心となって、引き続き、日マレーシアの共創、

日マレーシア経済の更なる発展に貢献されることを確信しております。日本政府としても、マレー

シアで活動する日本企業をしっかりと支援してまいります。

最後に、マレーシア日本人商工会議所の今後の益々のご発展を心より祈念し、創立 40周年の私か

らのお祝いの言葉とさせていただきます。

内閣総理大臣　岸田　文雄
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FOREWORD
JACTIM 40TH ANNIVERSARY

　

DR. MAHATHIR BIN MOHAMAD

President, Malaysia-Japan Economic Association

Forty years is short in the lifespan of an individual. But for an organisation, four 

decades, is a lifetime of collective commitment and dedication in the pursuit of 

success.

And so ti is with the Japanese Chamber of Trade and Industry Malaysia (JACTIM), an 

organisation that I have been a part of and had witnessed its growth from its

formation to what ti is today.

JACTIM, in the span of four decades has contributed immensely to the development 

and modernisation of Malaysia, bringing in Japanese investment into the country as 

Malaysia embarked on industrialisation.

Nurturing and enhancing the relationship between Japanese investors and the 

Malaysian Government and industries, JACTIM lent confidence to Japanese investors 

to bring in high-tech industries to Malaysia.

And this of course had contributed to Malaysia’s industrial success. But JACTIM’s 

role extended beyond industrial relationships. It l a v e d an important part in 

enhancing Malaysia’s bilateral relationship with Japan as the socio-economic ties 

progressed.

Today as we celebrate 40 years of JACTIM, Ihope this relationship will continue to 

prosper and succeed for many more years to come. No doubt there will be challenges 

and hurdles as the world’s economic outlook goes through changes, but experience 

will tell you changes are cyclical and dynamic. What goes up will come down and what 

goes down, will come up.

We must continue to build our resilience and look at al situations as opportunities. 

Only then will we continue to succeed.

Congratulations on the 40th Anniversary of JACTIM. I wish you all the best.

14 June 2024

Photo: Office of Tun Dr. Mahathir bin Mohamad
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CONGRATULATORY MESSAGE 
FROM PRESIDENT OF MAJECA
FOR JACTIM’S 40th ANNIVERSARY BOOK

　

TAN SRI AZMAN HASHIM

President, Malaysia-Japan Economic Association

The Executive Committee of the Malaysia-Japan Economic Association (MAJECA) 

extend their warmest greetings and heartiest congratulations to JACTIM on the 

occasion of its 40th Anniversary.

MAJECA continues to remain a strong support and partner of JACTIM since its 

establishment in 1983. 40 years on, both MAJECA and JACTIM have enjoyed a good 

and synergistic working relationship as key role players in enhancing collaboration 

and cooperation to deepen the economic relationship between Malaysia and Japan.

Our nations celebrated the 40th Anniversary of the Look East Policy in 2022, where 

MAJECA held its 39th MAJECA-JAMECA Joint Conference with JACTIM’s support 

on 1 August that year. Following that, in 2023, we celebrated 50 Years of ASEAN-

Japan Friendship and Cooperation. The dynamism of Malaysia and Japan’s 

relationship remains evergreen, and we look forward to working closely with JACTIM 

to foster, enhance and co-create with the aim to realise a deeper and wider economic 

partnership between the private sectors of Malaysia and Japan.

The paradigm of Malaysia-Japan relations continues to evolve, adapt and thrive as 

both our nations move towards exploring, adopting and innovating in new areas 

such as renewable energy, green economy, sustainability, artificial intelligence, whilst 

promoting reinvestment in our traditional business sectors. 

Moving forward, I am confident that MAJECA and JACTIM will continue to remain 

important platforms for dialogue, discussion and discourse between the private sector 

and Governments of both nation and to further our mutual objectives.

１ April 2024
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マレーシア日本人商工会議所設立４０周年
日本商工会議所小林会頭より祝辞

　マレーシア日本人商工会議所が設立４０周年を迎えられましたことを心からお祝い申し上げま

す。

　日本企業は、輸出拡大や技術協力、人材育成などを通じて、マレーシア経済の発展に大いに貢献

してきました。

　１９８３年の設立以来、貴所はその牽引役として重要な役割を果たしてこられました。マレーシ

ア政府の外資誘致政策が成功したのは、貴所との緊密な関係によって外資企業のニーズを的確、か

つタイムリーに捉え、要望に真摯に応えた結果と伺っております。マレーシア政府と貴所及び、日

本企業との良好な関係が、マレーシアの工業化を進展させたモデルは、周辺国にも広く知られてい

ます。

　近年では、貴所はASEAN日本人商工会議所連合会（FJCCIA）の一員としてASEANに展開

する日本企業を代表してサプライチェーン強靭化に向けた要望活動を続けてこられました。

　２０２３年に日本商工会議所が経済ミッションを派遣した際には、皆様に多大なるご協力をいた

だき、コロナ禍により明らかになったサプライチェーンの強靭化・多元化におけるマレーシアの重

要性を再確認することができました。また、再生可能エネルギー、カーボンニュートラルへの対応

など、新分野での日本企業との協業への期待が高まっていることを感じました。さらに、中小企業

の海外ビジネス促進に対する支援・協力の強化については、現地にて直接お願いをさせて頂きまし

たが、これからも皆様の中小企業に寄り添った活動に期待しています。

　貴所はマレーシア日本国際工科院（MJIIT）への日本語書籍寄贈や学生のインターン受け入れ、

JACTIM FOUNDATIONの寄付活動などを通じて、経済分野のみならず、文化交流や社会貢献の

分野にも活躍の場を広げています。今後も両国が信頼に基づく良きパートナーとして、関係を強化

していけるよう、貴所の役割に期待しております。

　最後にますますのご繁栄と会員企業の皆様のご健勝をお祈りし、私の挨拶とさせていただきます。

日本商工会議所

小林　健
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マレーシア日本人商工会議所設立４０周年
日本マレーシア経済協議会（JAMECA）
永野会長より祝辞

　このたび、マレーシア日本人商工会議所が設立４0周年を迎えられましたことを心よりお祝い申

しあげます。

　この４0年間、貴所は日本とマレーシア間の貿易・投資の拡大に向けて大変活発に事業を展開さ

れ、両国経済の発展と緊密化に大きな役割を果たしてこられました。

　また、経済分野のみならず、JACTIM Foundation 等を通じた社会貢献活動や文化交流活動など、

多岐にわたる事業にも取り組んでおられ、長年にわたり貴所が果たしてこられた幅広い両国関係発

展への貢献に対し敬意を表すると共に、設立４0周年を迎えられたことを、志を同じくする私ども

日本マレーシア経済協議会としても大変嬉しく思っております。

　1977 年に発足した私ども日本マレーシア経済協議会（JAMECA）は、カウンターパートであ

るマレーシア日本経済協議会（MAJECA）との間でこれまで 40回の合同会議を重ねて参りました。

会議開催にあたっては、毎回貴所の皆様にご参加いただき、その時々のマレーシア進出日系企業の

現状や課題などについて、ご披露いただきました。また、貴所のご尽力もあり、ASEANにおける

わが国の二国間EPAの先駆けとなった2006年の日本・マレーシア経済連携協定（JMEPA）の締結・

発効にあたっては、貴所や当協議会などマレーシアに関係する日本企業の声が反映されました。

　近年、地政学リスクが高まっており、世界情勢が不透明な中、今やマレーシアは、ASEANの中

核を担うだけでなく、中東とアジアの結節点として、イスラム教諸国やグローバルサウスの中でも

大きなポジションを占めています。

　当協議会は引き続き貴所と密に連携の上、日本にとって重要な友人であり続けるマレーシアとの

尚一層の関係強化・深化に向けた事業活動を共に進めて参る所存ですので、何卒宜しくお願い申し

上げます。

　最後となりますが、貴所のさらなるご発展・ご繁栄、また、会頭はじめ役員・会員の皆様のご健

勝を心から祈念いたしまして、私の祝辞とさせていただきます。

日本マレーシア経済協議会（JAMECA）会長

永野　毅
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マレーシア日本人商工会議所の概要

１）活動内容
マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）は、日系企業の利益擁護及び会員相互の親睦を図りつつ、

貿易、商業、産業及び投資活動を通じ、日本とマレーシアの経済発展を促進することを目的としている。 

このため、各種会合を通じ、次のような活動を行っている。

（１）マレーシア政府及び経済界との間断なき対話を通じ、その政策、考え方等についての理解を

深めるとともに、必要に応じ、会員の意見を取りまとめる。 

（２）日本及びマレーシア間の経済上の懸念があれば、民間の立場からその解決に努める。 

（３）共通の課題を検討する委員会、業種毎及び地域毎の部会を設け、会員の意見交換、調査、分

析活動等を行う。 

（４）対「マ」投資環境を調査・分析し、会員に情報提供し、これを促進する。 

（５）講演会、セミナーの開催、ミッションの受入れ等により、マレーシア経済への理解を深める。 

（６）JACTIM　FOUNADTIONを通じて、マレーシア社会への貢献活動を行う。 

（７）出版活動、親睦行事等。 

（８）マレーシアの大学との就職フェアの開催。 

２）JACTIM組織・運営図
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３）部会の種類

４）委員会
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５）JACTIMロゴマークの由来
　JACTIMのロゴ（会章）については、昭和５６年１１月に、

クアラルンプール日本人会の会報を拝借して誌上募集した

ところ、締切の１２月末日までに、６点の応募作が寄せら

れ、慎重に審査にした結果、昭和５９年１月１２日の総務

委員会において決定したものである。それ以来、公式文書、

事務用紙、会報等において、本商工会議所を表章するものとして、使用されてきた。 

　このロゴは、マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）が日本とマレーシア両国のかけ橋となる

ことを祈って描いたものである。日本を示す「JA」から発した橋は、はるか大空を経て、マレー

シアの「M」まで通じている。この橋を通して見える三つの希望の星は、貿易、産業、投資を基礎

とする両国経済の発展であり、また、この橋を下に見て輝く星は、国際企業としての各企業の発展

を意味している。  

６）推移

　２０２１年３月１８日（木）開催の第３８回年次総会にて会員加入・会費に関する規約の改定が

行われ、第３条に準会員を設置、定款改定を行った。 

※準会員…マレーシアの法人又は個人であって、本商工会議所の目的に賛同するもの、かつ部会や

事業等に参加を希望するもの。
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JACTIM ４０周年記念式典 

マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）

は１９８３年１１月２８日の設立総会を

もって正式に発足し、以来日馬両国よりそ

の活動を高く評価され、その活動は両国の

友好関係の礎となってきた。 

２０２３年は設立４０周年を迎えるにあ

たり、「これまでの JACTIM活動を振り返

り、マレーシアへの感謝の意を表するとと

もに、日系企業が引き続きマレーシアと共

に発展するための将来を展望する」ことを目的に、記念式典を実施した。 

１．日　時：２０２３年１１月２２日（水）１３時～１５時 

２．会　場：ヒルトンホテルクアラルンプール６階グランドボールルーム 

３．参加者：計４２７名

※主要VIP 

Yang Amat Berbahagia Tun 

Dr. Mahathir bin Mohamad 

Tun Dr. Siti Hasmah binti Haji Mohamad Ali 

MITI  YBrs. Puan Mastura Ahmad Mustafa （Deputy Secretary General （Trade  

FMM  Ybhg Tan Sri Dato‘ Soh Thian Lai（President 

ACCCIM YB Senator Tan Sri Dato’Low Kian Chuan（President 
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MIDA YBhg Datuk Wira Arham Abdul Rahman（CEO  

-  YBhg Dato’ Sri Mustapa Mohamed 

MAJECA YBhg Tan Sri Azman Hashim（President  

UK Embassy Mr. Richard Colley（Director of Trade 

USA Embassy Mr. Frederick Helfrich（Commercial Officer 

TAIPEI Office Ms. Phoebe Yeh（Representative 

EOJ  Ambassador Katsuhiko Takahashi 

-  Mrs. Mami Takahashi   

MATRADE YBhg Datuk Mohd Mustafa Abdul Aziz（CEO Matrade 

UPM  YBhg. Prof. Emeritus Dato’ Dr. Ibrahim Komoo（Pengerusi 

MJIIT  Prof. Ts. Dr. Ali Bin Selamat（Dean  

UM  Prof Dr. Ivy Chung Director　（UM Centre of Innovation and Enterprise 

-  Puan Sri Datin Motoko Suzuki  

MOH  YBhg Dato Sri Norazman Ayob（Deputy Secretary General  

TEEAM Ir. Chang Yew Cheong（President 

SME  Mr. Ding Hong Sing（National President 

TAYLORS Professor Dr. Ong Kian Ming（Program Director 

JSKL  Mr. Masaru Shiroma（Principal 

４．進　行： 

※集合：スタッフ９時、堀口委員長９時３０分、司会１０時、実行委員１１時 

※開場：演者控室９時、受付１２時、VVIP 控室１２時、本会場１２時３０分 
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１２: ００ 澤村会頭、白石副会頭、

　　　　　鈴木実行委員にて玄関お出迎え、

　　　　　実行委員にてVVIP 控室にて

　　　　　お出迎え 

１２: ５０ MC登壇、VVIP 入場（１９名） 

１２: ５５ 両国国歌斉唱 

１３: ００ Doa Selamat 

１３: ０５ ４０周年記念ビデオ上映 

１３: １０ MC式典開始 

１３: １２ 澤村会頭　挨拶（５分） 

１３: １７ 髙橋大使　祝辞（５分） 

１３: ２７ MITI 副事務次官Puan Mastura 氏　祝辞（１０分） 

１３: ４０ 和太鼓翔演技（１５分） 

１３: ５５ 旧タイムカプセル

　　　　　（堀口委員長、白石副会頭、高松副会頭、

　　　　　小幡副会頭、細川副会頭、鳴釜副会頭） 

１４: ０５ 新タイムカプセル

　　　　　（MITI・Puan Mastura、Tun Dr 

　　　　　Mahathir、髙橋大使、澤村会頭、同上） 

 

【２０２３年タイムカプセル質問内容】 

・２０３３年にロングステイ財団の調査でマレーシアが最大の移住魅力国になっているか？ 

・２０３３年に JACTIM会員企業が７００社を超えているか？ 

・２０３３年までにKL- シンガポール間の高速鉄道が実現に向けて着工しているのか？ 

・２０３３年までに空飛ぶモビリティの普及により、KL市内の渋滞が改善されているか？ 
 

１４: ２３ 写真撮影 

１４: ２５ JACTIM基金 Mock-Cheque Presentation

　　　　　（UM・Dr.Ivy、MJIIT・Dr.Ali、澤村会頭、

　　　　　森本委員長） 

１４: ３５ 記念品贈呈

　　　　　（MITI・Puan Mastura、Tun Dr Mahathir、

　　　　　髙橋大使、澤村会頭）※記念盾 

１４: ５５ VVIP 退席、澤村会頭、白石副会頭、

　　　　　鈴木実行委員にて玄関お見送り 

１５: ００ 閉会アナウンス 
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JACTIM４０周年記念第６４回会員親睦ゴルフ大会報告

会員親睦小委員（ゴルフ実行委員長）　糴川 直也
（三井住友海上火災保険マレーシア）

２０２３年７月２９日（土）にテンプラーパークカントリークラブにおきまして、JACTIM４０

周年記念第６４回会員ゴルフ大会が盛大に催されました。ご多用の中、公務の合間を縫ってご参加

頂きました高橋大使をはじめ、昨年にも増して、総勢１４７名の皆様にご参加をいただき、誠にあ

りがとうございました。この場をお借りし、ゴルフ実行委員として深く御礼申し上げます。

私は、今回初めての JACTIM親睦ゴルフ大会への参加となりましたが、ゴルフ実行委員長とし

て大会運営のお手伝いをさせていただきました。毎年、１００名以上の JACTIM会員の皆様が一

堂に会する大会でもあり、また、本年は JACTIM４０周年記念ゴルフとして開催されたゴルフ実

行委員長として身が引き締まる思いで大会

当日に臨みました。当日の天候は晴れ間が

広がる中で曇りもちらほらという絶好の条

件で、熱すぎることもなく、皆様にとって

快適なプレーとなったことと思います。ま

た、当日５番茶屋にて参加者全員にアミノ

バイタルをご提供いただきました味の素様

に対して、この場をお借りして改めて御礼

申し上げます。

肝心のプレーに関しては、私はショット
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ガン形式で１７番ホールでのスタートでした。初めてのテンプラー

パークでのプレーは各ホールで苦しい展開が続きましたが、名物

１８番ホールで池越えショットを成功したり、一緒にプレーさせて

いただいた皆様の応援にも支えられ、本当に楽しくラウンドさせて

いただきました。一緒に回らせていただきました、伊藤様と齋藤様

に感謝申し上げます。

楽しい時間はあっと言う間に過ぎ、ラウンド後には、皆様お待ち

かねの４年ぶりの表彰式が行われました。JACTIM親睦ゴルフ大会の最大の魅力の一つである豪

華賞品の数々ですが、残念ながら個人的には表彰圏内に入っていないことが事前に分かっておりま

したので、入賞された皆様のお名前と協賛いただきました賞品を読み上げることに専念させていた

だきました。たくさんの会員企業様に協賛いただき、部門賞を含め約９０名の方々が入賞され、賞

品を獲得されました。豪華な賞品の数々を協賛いただきまし

た会員企業の皆様へこの場をお借りし、改めて、厚く御礼

申し上げます。今大会の優勝は藤澤様（ネット７２・アプ

トデイト　マレーシア）、ベスグロは安藤様（グロス８３・

YAMAGATA （MALAYSIA） SDN BHD）でした。加えて

入賞された皆様、本当におめでとうございます。その後に、

各軍のグロス平均スコアで競う東西対抗の結果が発表され、

今年は東軍平均１０９.７６、西軍平均１０５.８４となり、およそ４ポイント差で昨年に引き続き

西軍が優勝しました。昨年のコロナ禍後の親睦ゴルフ大会開催から２

年連続の優勝となり、西軍の皆様からは喝采が上がっておりました。

そして最後は、堀口総務委員長からのご挨拶で幕を閉じ、終始賑

やかな雰囲気の中で大会を終えることが出来ました。皆様のご協力

により、盛況のまま無事大会を終えることができましたこと、重ね

て感謝申し上げます。
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JACTIM４０周年記念忘年会報告 

JACTIM忘年会実行委員長　鳥巣 龍馬
（デロイト コンサルティング）

 ２０２３年１２月６日（水）於：マンダリンオリエンタルクアラルンプールホテルにて開催い

たしました JACTIM４０周年記念忘年会のご報告をさせて頂きます。

当日は年末のお忙しい中ご出席賜りました高橋大使閣下ご夫妻、狩俣公使、ご来賓の皆様方に心

より御礼申し上げます。また例年同様、多くの JACTIM会員企業様より多額のご寄付、数々の商

品のご提供、また「会員親睦小委員会」のメンバーとして実行委員の派遣をして頂き、誠にありが

とうございました。この場をお借りして心より御礼申し上げます。昨年実行委員を経験された今道

さんが親睦小委員長に就任され、私は本活動に初参画でしたが、実行委員長を務めさせて頂きまし

た。私だけでなく、今道小委員長以外のメンバーは全員初参画という体制ではあったものの、アイ

ディアと情熱に溢れた素晴らしい実行委員メンバー、JACTIM事務局の皆様のお力により、非常

に充実した忘年会になったのではないかと思います。改めまして忘年会開催に至るまでの経緯、当

日の内容についてご報告させて頂きます。

忘年会実行委員会のスタート

２０２３年６月１日、実行委員メンバーの顔合わせを主目的として今年度初回の委員会が開催

されました。昨年度は２年ぶりのオフライン開催で大変盛況でしたので、昨年の良さを引き継ぎ

つつ、更にご出席の皆様に満足いただける会を目指そうという思いで臨みました。大半のメンバー
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が初対面という状況で、お互いに緊張しながら検討をスタートしたことを昨日のことのように覚

えています。

 忘年会テーマの選定

毎年、忘年会には大きなテーマを立

て、それに沿う形でコンテンツを組

み立てています。今回の忘年会テー

マは 『WA （和・輪・話）』といたしま

した。今年は JACTIM ４０周年の節

目の年にあたり、改めて JACTIM の

目的に立ち返り、日系（和）企業の

親睦（輪）、会話（話）を図る機会を

創出することを目指しました。

エンターテイメント

決定したテーマを軸に、エンターテイメントの企画を詰めていきました。毎年恒例のクイズは引

き続き実施させて頂き、２０２３年のスポーツイベントや日本ASEAN友好協力５０周年といっ

たトピックを取り入れ、各メンバーのアイディアからクイズの骨子を作成しました。また後半の時

間は、今年のテーマ『WA （和・輪・話）』を体現するとともに、例年多くのご要望をいただくご

出席者同士のネットワーキング機会の企画を検討させていただきました。交流スペースでテーブル

の垣根を越えて交流をいただくとともに、ステージでは異なるご所属・企業の方同士でペアとなり

「パターゴルフチャレンジ」に挑戦していただく企画を立案いたしました。

いざ本番！

 合計７問のクイズ大会がスター

トしました。予め正解が決まって

いるクイズと、会場内の多数決に

より正解を決定する投票系クイズ

ともに回答が分散し、正解発表の

度に会場からは大きな歓声が上が

りました。「パターゴルフチャレンジ」では、三枝 周太さんと Leong 佳那子さんの進行のもと、

ご所属・企業を超えて１２０名以上の方がパターゴルフに

チャレンジ。パットを成功された皆様に賞品をお持ち帰り

いただき、大盛況の企画となりました。恒例のラッキード

ローでは、今道小親睦委員長と青柳ひなのさんにて司会を

行いました。

協賛企業様のご尽力により会員の皆様からたくさんの笑

顔をいただくことが出来ました。
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最後に

改めましてJACTIM４０周年記念

忘年会への多大なるご協賛、ご寄付

を頂戴致しました会員企業の皆様、

誠にありがとうございました。また

お忙しい業務の中で、実行委員を派

遣頂きました各会員企業の皆様、ま

た当日ご参加頂きました全ての皆様

へ心より御礼申し上げます。誠にあ

りがとうございました。本年も伝統

ある JACTIM 忘年会を滞りなく開

催することでき、素晴らしい１年の締めくくりとなりました。

本業が大変お忙しい中、６月以降毎月お集まり頂き、活発な意見交換を実施してくださった委員

会メンバーの皆様、本当にありがとうございました。例年は広告代理店の皆様に大部分をお任せし

ていたのですが、今年は司会台本や当日上映の映像、パワーポイントのスライド、実行委員会の議

事録等、委員で役割分担し、皆で手分けして力を合わせて企画・運営しました。皆で作りあげ、皆

に支えられて６カ月間走り抜けられたことに心の底から感謝しています。委員１人１人の積極的な

協力と自由な発想に基づいた様々なアイディアが輝きを見せ、JACTIM４０周年の節目にふさわ

しい会にすることができました。また来年は新しいメンバーになると思いますが、このご縁を一生

大事にして参りたいと思います。本当に有難うございました。

また今後も JACTIM会員親睦小委員会として、忘年会を中心に活動を継続・発展させ、各会員

企業様の更なる事業躍進の一助となれるよう祈願し、ご報告とさせて頂きます。
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JACTIMの歴史 
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＜特集＞コロナ禍の中で JACTIMの取組み 

 （１）２０２０年

２０２０年のマレーシアにおいては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う経済の混乱と、政局

の交替による、先行き不透明な混迷を極めた一年であった。１月２５日に中国・武漢からの旅行者

により新型コロナの感染者が、２月４日にはマレーシア人初の感染者も確認され、２月下旬には

クアラルンプールのモスクの集会でクラスターが発生し、３月１８日から政府による活動制限令

（MCO）が施行され、食料品店など２２業種の操業のみ認められるとともに夜間外出禁止、国境

封鎖となった。

一時的な感染者数の減少に伴い、５月４日に条件付き活動制限令（CMCO）が施行され、標準

手順書（SOP）の順守のもと殆どの産業部門で経済活動が再開、６月１０日に回復のための活動

制限令（RMCO）が施行され、国外旅行などを除き社会活動も再開されたものの、９月下旬には

サバ州の州議会選挙をきっかけに国内各地に感染が拡大し、１０月１４日に再度条件付き活動制限

令（CMCO）が施行されたが、感染拡大に歯止めが効かず年明けとなる２０２１年１月１３日よ

り再度活動制限令（MCO）が施行された。

政府は、東南アジアで最大級となる総額約８兆円の経済回復刺激策（FDI 新規投資優遇策含む）

を打ち出し、マレーシア中央銀行は景気減速による判断で政策金利を７月には過去最低水準となる

１. ７５まで段階的に引き下げた。会員企業においても活動制限令の経済に与える影響は大きく、

当所が実施した景気動向調査では２０２０年下半期（７～１２月）の業況判断指数（DI）はマイ

ナス５７. ９と１９８４年の調査開始以来、最低水準となった。また、実質国内総生産（GDP）は

第２四半期前年同期比マイナス１７. １%（第３四半期マイナス２. ７%）とリーマンショック以来

の落ち込みとなったとともに、５月の失業率は１９８６年以降最低水準となる５. ３%（１１月４. ８

%）を記録した。

政局においては、２月２４日にマハティール首相（当時）が与党連合の内部分裂を原因として電

撃辞任をし、同氏が２０１６年に結成し会長を務めていたマレーシア統一プリブミ党の総裁である

ムヒディン氏が３月１日に首相に就任した。ムヒディン政権はマレー系中心の政権運営を開始し、

新型コロナを背景に非常事態宣言を国王に要請し発令され議会招集及び選挙実施を制限した。

主な JACTIMの活動は次のとおり。

〇主要な渉外活動と成果
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〇主要な運営改善に向けた取り組みと成果

（２）２０２１年

２０２１年のマレーシアにおいては、２０２０年末からの新型コロナウイルス感染拡大いわゆる

第２波の到来を受け、１月１３日よりMCO２. ０に突入し波乱の幕開けとなり、第３波の到来に

より６月１日よりロックダウンとなる FMCOに突入（会員企業１７％に一時帰国指示）、資源価

格の高騰、物流価格の高騰、８月２１日にはイスマイル・サブリ政権の発足、１２月１７日には大

規模な洪水発生など、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う経済の混乱と大規模天災による混迷を

極めた一年であった。

加えて、２０２０年６月以降の長引く外国人新規採用の停止、２０２１年１月以降の新規採用駐

在員の雇用の際のローカル人材公募の義務化、投資判断等ビジネス出張に伴う複雑な出入国許可な

どの課題も２０２２年に継続して積み残しとなった。

GDP成長率に関しては、２０２０年はGDP成長率マイナス５. ６%に対し、２０２１年は３

月予想プラス６から７. ５%、８月予想プラス３から４%の下方修正、ADB発表による１２月予

想はプラス３. ８％であった。

一方、一部に明るいニュースもあった。近隣諸国と比較してもマレーシア政府によるワクチン接

種のスピードは速く、接種率の向上に伴い、８月１０日よりワクチン接種者への入国時自宅隔離や

移動制限の解除、８月１６日よりエッセンシャル以外の業種における接種率に応じた操業再開が始

まった。さらには日本政府により、日本に住民票を有しない海外在留邦人向けの日本に一時帰国し

てのワクチン接種事業が８月１日より開始され多くの日本人が活用した。

こうした環境下の中、当所としては、在マレーシア日系企業の有用なビジネス・センターとして

の役割を担うべく、業種や地域部会からの意見の吸い上げの強化を踏まえ、各委員会と有機的に連

携をしながら、①会員企業による会員企業の為の運営、②活動目的に即した事業の選択と集中、③

衆知を集める運営、④双方向での迅速な情報共有の４点を昨年度に引き続き運営基本方針として掲

げ、在マレーシア日本国大使館や JETRO等関係機関の強力なサポートを仰ぎつつ、諸事業を着実

に展開することに注力した。

特に、７月１６日には、当地マレーシアにおける新型コロナウイルス感染拡大の状況およびマ

レーシア政府からの要請を踏まえ、ワクチンがマレーシア全土へスムーズな運搬ができるよう、

25



マレーシア政府保健省のアドハム・ビンババ大臣に対し、保冷用運搬ボックス５０台と保管用冷

蔵庫１０台の寄付を行い、児島会頭から「冷凍保存から接種会場までのワクチンの冷凍ロジス

ティックスに資する日本企業製品を、マレーシア政府・保健省へ寄付する事とした。JACTIM 所

属の約６００社全ての日本企業から広く出資頂いている JACTIM FOUNDATIONにて決定し拠

出したものであり、マレーシアの社会・経済の一日も早い復興の為、お役に立てる事を願っている」

とコメントし、大臣からも「大変ありがたく感じている。有効に活用したい」とコメントをいた

だいた。

また、６月１日に FMCOに突入して以降、ワクチン接種による段階的な操業再開が発表される

までの間、マレーシア政府首相府や国際貿易産業省と集中的に、全産業操業許可、自動車・鉄鋼産

業の操業再開、製造関連サービスの操業許可等の課題について、１８回におよぶ要望発出と直接の

対話を重ね、全産業稼働、ワクチン接種者の就業規制緩和の実現に関する成果を上げてきた。

さらに、従来会員企業からの、ローカル企業とのビジネスマッチング、ローカル人材の確保に関

する要望を受けて、ローカル企業との連携促進を通じた会員企業の発展を目的に、新たに日本資本

の無いローカル企業も入会を可能とする準会員制度を設け、２０２１年中に計７社の準会員が新た

に入会、部会活動等にも参加するなど交流を図った。

（３）２０２２年

２０２２年のマレーシアにおいては、１月には、ブースター接種を成人の３割が完了し新型コロ

ナウイルス感染者数は約３千人と一定の落ち着きを見せる中、ほぼすべての地域が国家回復計画の

フェーズ４に移行し、国境の開放を除いてほぼ全ての経済活動が再開される幕開けを迎えた。同時

に長く懸念事項であった外国人労働者の受け入れ再開とオンライン申請も開始された。

２月には、２０２１年１２月にマレー半島中央部などを襲った大雨による洪水に伴い、全会員の

２４％が被害を受けたことを受け、日本大使館と連携し、首相府、国家災害庁、各州知事に対し、

総合的な治水対策を盛り込んだ被災企業への復興支援および今後の災害発生に備えた公共事業の促

進などに関する要望を、ジェトロや会員企業から提供いただいた「災害対策を解決する日本企業の

ソリューション」をリスト化して添付し、ジェトロとの連名で提出し、日本のプレゼンス向上に寄

与することが出来た。

５月には、政府はエンデミックへの移行を発表し、屋内でのマスク着用義務が撤廃されたほか、

マレーシア入国時の、渡航前と入国時の検査も不要となり国境が開放。一方政府から、最低賃金を

全国一律で１, ５００リンギットに引き上げる発表がなされ、JACTIMとしても国際貿易産業省が

目標とする５. ８％の経済成長率と比較しても２５％の賃上げはバランスが取れておらず、段階的

に賃上げを行うよう声明を発表した。

６月には、２０２３年国家予算編成方針が発表され、雇用の回復による経済回復、社会的弱

者の保護、持続可能な開発の推進による国際的な競争力の強化を軸とした史上最大となる３,

７２３億リンギットを計上。この発表に伴い、８月の東方政策４０周年記念事業の一環として実

施されたMAJECA-JAMECA会合では児島会頭より、マレーシアの経済成長は工業化の歴史で

あり、１９７０年代にはいち早く輸入関税と法人税減免が打ち出され、１９８０年代には円高の

後押しにより日系製造業のマレーシア進出が加速、現在でも優遇措置を背景に最も魅力的な投資
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先の一つとなっているが投資窓口のワンストップ化と再投資サポートの拡充が必要とコメントを

した。

８月には、改正雇用法の施行の延期（２０２３年１月）が発表されるも、週あたり労働時間の短

縮、従業員からの裁量要望が可能に、また国際労働機関の勧告に従って産休・育休の拡充などの今

後の変更について、多くの会員企業から、直前の発表、コスト増への対応の苦慮、法律の賃金定義

など曖昧な箇所が多いなどの憂慮する声が聞かれ、継続して要望を行っていくことが理事会で確認

された。

１０月には、当時のイスマイル・サブリ首相が議会を解散し、１１月には総選挙が開催。総選挙

では、史上初めていずれの政党連合も過半数を獲得しなかった。第一勢力の希望連盟PHを中心に

国民戦線BN等で構成される連立与党が成立し、希望連盟PH議長であるアンワル・イブラヒム

氏が１１月２４日に首相に就任。JACTIMとして政党に関わらず継続した政府との関係強化が理

事会で確認された。

また、２０２２年は、東方政策４０周年（LEP４０）となる節目の年でもあった。日本国大使館では、

各分野での相互理解と友好協力を促進する絶好の機会と位置付け事業を公募。JACTIMとしても、

両国のビジネスの促進に向けて、会員企業および在日本企業に向けたビジネスマッチング事業等４

件の新規 LEP関連事業に取り組んだ。

さらに、JACTIM として２０２２年は、政府対話として、MITI 主催 LEP 記念事業をはじめ、

政府とのエンゲージメントセッション・会議１８回（MITI １２回、MOF２回、MOHR４回）、

産業団体との会議８回を実施するとともに、事業活動方針に掲げていた迅速な情報共有の一環と

して、会報の電子化、マレーシアハンドブックの電子化の検討、また事業の選択と集中の一環と

して、大学や関係機関との新たな連携事業、フィジカルとオンラインのミックスでの部会事業、

会員親睦事業などの新型コロナウイルス感染に留意をしながらのフィジカル交流事業の再開を

行った。

≪主な新規事業および LEP事業≫
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政策提言活動 

１. マレーシア政府とのダイアログ
【２０１４年】

２０１４年年明けに、マレーシア政府の補助金削減方針を受け電気料金の大幅な値上げが発表さ

れるなど波乱を含んだ一年であったが、２０２０年の先進国入りを目指した政策が進行しており、

大使館・JETROの協力・指導を仰ぎ、マレーシア政府に対し、アジア経済圏、特にマレーシアで

の経済活性化の提案・陳情を実施した。

【提言内容】

• 国際貿易産業省（以後MITI）への２０１５年度政府予算案に対するインセンティブ提案

• 電気料金引き上げに関する会員アンケート調査結果および意見

• 最低賃金見直しに対する意見

• 外国人労働者問題に関する人頭税や外国人比率削減方針等に対する意見

• 家電リサイクル法大綱策定に向けた意見

• マレーシア鋼板厚板セーフガード調査に対する除外申請

 

【２０１５年】

MITI・投資開発庁（以後MIDA）・財務省（以後MOF）とのダイアログや意見提出に加え、「最

低賃金制度」や「外国人労働者問題」といった重要テーマについて、マレーシア経営者連盟（以後

MEF）やマレーシア製造者連盟（以後 FMM）とも意見交換を行い、ジョイントメモランダムを

通じて関係省庁に申し入れを行った。

【提言内容】

• 外国人労働者のワークパーミット更新手続きオンライン化

• マレーシアの熱延厚板セーフガードSG調査の仮決定に対する追加意見

• 家電リサイクル法大綱策定

• ステンレス冷延鋼板のアンチダンピング調査に対する意見

• FMMとのジョイントメモランダム

• マレーシア経営者連盟（以後MEF）とのジョイントメモランダム

• MOHAの Levy メカニズム案

• 熱延コイルセーフガード調査

 

【２０１６年】

２０１６年度は外国人労働者人頭税の引き上げや法定最低賃金の改定に加え、外国人労働者新規

雇用凍結問題や為替管理制度の突然の導入が日系企業の経営に大きな影響をもたらし、中長期的な

先行きの見通しが懸念された年であった。JACTIMは日系会員企業のビジネス活動を支援するた

め、ポール・ロウ首相府大臣をはじめ、MITI・MIDA・内務省（以後MOHA）との対話を重ねた。

その結果、外国人労働者新規雇用凍結政策下においてケース・バイ・ケースでの承認を一部勝ち取

ることができた。
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【提言内容】

• MITI と人的資源省（以後MOHR）への最低賃金・労務問題

• プレーンパッケージ規制

• MOFダイアログ メモランダム提出

• MITI ムスタパ大臣とのダイアログ

 

【２０１７年】

２０１７年のマレーシア経済は、実質ＧＤＰ成長率が好調に推移し、会員企業に対して２０１６

年度下期に実施した景気動向調査の結果を見ても、業況判断ＤＩも３年ぶりにプラスに転じ、マレー

シアで事業を展開されている日系企業も好景気を実感していることを表す結果であったが、企業の

経営環境に目を向けると、当地での事業活動を維持する上で障害となっている課題も数多くあり、

日系会員企業のビジネス活動を側面支援するため、MITI ムスタパ大臣をはじめ、MIDA・MOF等

との対話を重ねた。

また、今後のマレーシア政府中枢部との人脈強化及び JACTIMとしての提言力強化を図るため、

MITI 事務次官を務められ、日系企業の事情にも明るい Tan Sri Asmat 氏を非常勤の相談役にお

迎えした。

【提言内容】

＜現在、直面しているオペレーション上の課題に対する提案＞

• 労働力不足と製造コストの上昇

• 外資にとって不利な為替規制

• 外資にとって非合理な租税上の措置

• 日本からの鉄鋼輸入品に対する貿易措置

• 政策変更の事前通知と産業界との意見交換

＜将来の事業拡大の為の課題に対する提案＞

• 人材育成（HRDFファンド・ルックイーストポリシー）

• 知財環境の整備（事業誘致・投資の促進に資する為）

• 税制適格合併と事業分割（企業競争力の強化に資する為）

• 製造業に対する骨太の方針（親会社に正しく伝わるように）

 

【２０１８年】

日系会員企業が当地でビジネスをする上で障害となる諸問題点の改善について、在マレーシア日

本国大使館・JETRO等関係各位の協力を得ながら積極的に政策提言を展開し、マハティール首相

をはじめとした政府幹部等に対して直接提言を実施した。

【提言内容】

＜労務関連＞

• 過度な負担とならない最低賃金の検討

• 外国人労働者雇用問題

• 就労ビザ、プロフェッショナル・ビジット・パス発給手続き緩和と迅速化
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• 人材育成の促進

• 職業倫理の不足解消

＜税務関連＞

• 適正な移転価格税制調査の実施

•  合併や分割の法制化及び税制適格合併・分割の新設

• ESR（過大支払利子税制）の導入懸念

• GST未還付分の迅速な還付

• 過度な負担とならないSST制度の運用

• 再投資控除の強化及び延長

• 日馬租税条約の解釈についての両政府間での協議

＜為替関連＞

•  外国為替管理政策の緩和

【２０１９年】

前年からの「Work together with JACTIM」のスローガンを継続し、マハティール首相、首相

秘書官、経済特別顧問をはじめ、MOF、MITI/MIDA、MOHR、観光文化省（以後MOTAC）といっ

た政府機関とプロフェッショナル・ビジット・パス、最低賃金、サービス税、特別再投資控除、外

国人労働者、冷延鋼板等輸入、運転免許証などの問題を継続して協議し提言を行った。

特に、労働法、外国人労働者問題で新たにMOHRとの大臣・次官ダイアログや、VMY（ビジッ

トマレーシア）２０２０キャンペーンを実施しているMOTACとのダイアログも初めて実施する

ことが出来た。

【提言内容】

• 特別再投資控除再導入及びSSTに関するMOFへの意見書

•  デジタル課税に関するMOFへの意見書

• プロフェッショナルビジットパス （PVP）についての意見 

• 外国人労働者のクオーター取得遅延、レビータックスについての意見

• 労働法改正による企業コスト増問題、および猶予期間についての意見

• 冷延鋼板等輸入免税、輸入ライセンス、AD調査

• 最低賃金緩導入スピードについての意見

• 人的資源に対する意見「勤勉性」や「規律正しさ」などの職業倫理を養う必要性

• 進出済み中小企業に対する設備投資支援及び人材獲得支援

• 輸入サービスとグループ内サービス  課税対象等明確化

• 特別再投資控除

• 税金の早期還付

• 自動車物品税（Excise Duty）基準の明確化

• 移転価格税制 各社特殊要因の考慮と柔軟な対応の要望

• 税制優遇措置 既存製品改良の為のR&D奨励の要望

• 税制適格合併（Tax-qualified merger）法整備の必要性
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【２０２０年】

コロナウィルス感染拡大に伴う活動制限令が出されるなど苦難の年であったが、MITI/MIDAに

加え首相府 /経済対策協議会（EAC : ECONOMIC ACTION COUNCIL）を中心とした政府機

関と強固な関係を築くことができ、日系会員企業が抱える諸問題についてマレーシア政府が主催す

る会議への出席や要請レターを通じた政府への提言活動ダイアログを通じて理解と改善を求めた。

提言を通じ、新規投資優遇及び特別再投資控除の期限再延長が認められるなどコロナ禍においても

成果を挙げることができた。

【提言内容】

＜コロナ禍関連緊急提言＞

• イミグレーション再入国関連

• エキスパットローカル募集要件の見直し

• 日系中小企業支援

• 新エキスパット基準適正化

＜中長期的課題関連提言＞

• 建設業制限撤廃

• ビジネスコストの低減

• 投資環境整備

• ビザ手続簡素化

• R&D人材育成

• 知財権

• 製造業強化インセンティブ拡大

• WRTライセンス発行迅速化

• 再投資控除条件

 

【２０２１年】

前年に引き続き、コロナウィルス感染拡大に伴う活動制限令が実施されており、主要省庁との定

例的な直接面会をしての会議が出来なかったが、日系会員企業が抱える諸問題についてマレーシア

政府が主催する会議への出席や要請レターを通じた政府への提言活動ダイアログを通じて理解と改

善を求めた。

【提言内容】

＜コロナ禍関連緊急提言＞

• イミグレーション再入国関連

• 全国的に企業操業に関し、いかなる形態の完全閉鎖も行わないこと

• 企業操業に最低限必要な人員として、製造部門では５０％、管理部門では２０％とすること

• 早期の集団免疫を達成するために、産業界の集団予防接種プログラムを早期実現すること

• 新たな標準手順書（SOP：Standard Operating Procedure）の導入にあたっては、その準備

に必要な時間を考慮し、実施までに４～５日の猶予を設けること

＜中長期的課題関連提言＞
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• 投資促進に向けた税制上の優遇措置の拡大

• 移転価格税制の公平な判断

• 中長期的なエネルギー政策の策定

• 安定的な経済活動の為の人材確保の施策の強化

 

【２０２２年】

２０２２年５月のマレーシア政府によるエンデミック（一定の季節や地域に流行する感染症）へ

の移行発表以降、政府対話として、MITI 主催 LEP記念事業をはじめ、政府とのエンゲージメント

セッション・会議（MITI １２回、MOF２回、MOHR４回）を実施した。

【提言内容】

＜会員企業が直面する課題および政府対話項目＞

• ワーカー不足および機械化・自動化・デジタル化への対応

• 法規制の明確化

• 鉄鋼関連の関税還付の遅延への対応

• 電気代の定期的な値上げへの対応

＜会員企業の中期課題および政府対話項目＞

• 投資促進に向けた税制上の優遇措置の拡大

• 移転価格税制の公平な判断

• 中長期的なエネルギー政策の策定

• 安定的な経済活動の為の人材確保の施策の強化

【２０２３年】

コロナ禍を脱し、２０２３ 年のマレーシア経済界においては順調に通常の運営や稼働に戻るな

か、政府対話においては、これまでのMITI や MIDAとの対話に加え、人材課題への対応としての

人的資源省やローカルの人材育成を目的とした官民連携協議会（職業訓練 TVET：Technical and 

Vocational Education and Training）改革のため高等教育省主導により JACTIM 含む産業団体

７０グループによるMoU締結セレモニーがザヒド副首相及び高等教育大臣参加の元開催）への参

画など、多くの省庁とネットワークを拡大し、JACTIM会員企業の声を届けることに力を入れた。

また７月５日にアンワル首相と面会を行い、日系企業の各課題の共有に加え、日系企業はコロナ

後の投資回復も早く、依然としてマレーシアでの投資は拡大基調にあること、それらの投資は常に

中長期的なメリットを考えた上でのものであること、そしてマレーシア政府との継続した対話を要

請した。

【提言内容】

• 投資促進に向けた環境の整備について

• 安定的な経済活動の為の人材確保の施策の強化について

• 災害時の被災企業への復興支援および災害発生に備えた公共事業の促進

• 中長期的なエネルギー政策の策定について

• 移転価格税制の公正かつ透明性のある運用について
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２. 中小企業向け活動
１９９７年、当時の鈴木会頭の提唱により、中小企業（SMI）担当理事が設置され、２０００年３月、

中小企業委員会は正式に発足した。２０２４年１月時点で会員数１２８社、全会員の約２０％を占

める中小企業会員を対象に、中小企業向け就職フェア、海外調査団の派遣及び懇談会、経営相談や

中小企業講座等を定期的に開催している。

また、２０２３年に、マレーシアのビジネス情報サイト「CONNECTION」内に JACTIM会員

企業の紹介の専用ページ（JACTIM会員企業 ご紹介ページ （connection.com.my））を開設し、

本サイトを通じて、会員企業相互およびマレーシアに関心のある日系企業とのネットワーキングや

PRにご活用いただいている。

【２０１４年】

第１２次中小企業ビジネス環境調査団をインドネ

シアブカシ県に派遣した。中小企業ビジネス環境調

査団は、２００１年珠江デルタを中心とする中国は

華南地域へ第一次を派遣以来、中国に５回、ミャン

マー、インドネシア、ラオス、ベトナム、タイ王国チョ

ンブリ県、フィリピンなどに派遣実績がある。調査

結果は、「訪フィリピン中小企業ビジネス環境調査

団、報告書」としてまとめ、全会員へ配布した。

また、JICA（国際協力機構）の協力を得て、中

小企業会員企業に対する優秀な人材確保の支援を目

的に人的資源省管轄下の高度技術訓練校（ADTEC）

＜ Advance　Technology　Training　Centre

＞を卒業予定の学生を対象の就職フェアをADTEC

シャーラム校で開催した。経営相談室においては、

相談件数、相談内容、ともに前年同様、労務、税務、

法務、許認可の相談が大半を占めた。また、日本政

策金融公庫と共催で「中小企業セミナー」を実施す

るなどマレーシア国内外にて精力的に活動した。

 

【２０１５年】

新たに中小企業庁企画の中小企業海外展開現地支

援プラットホーム事業が発足し、JETROとの共催

で活動を拡大した。また、第１３次中小企業ビジネ

ス環境調査団」をカンボジア（プノンペン及びシェ

ムリアップ）に派遣し、「訪カンボジア中小企業ビ

ジネス環境調査団報告書」としてまとめ、全会員に

配布した。

Panasonic Healthcare Indonesia 視察

Meitoku-Wadayama の見学

CLEAN CIRCLE CO., LTD 視察
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また、新たな税制であるGSTが導入されるにあた

り、加藤 芳之氏 （加藤ビジネスアドバイザリー）に

GSTの具体的な内容や、対応方法のポイントなどを

導入前、導入後と数回にわたりご講演いただいた。

【２０１６年】

中小企業経営者に役立つテーマを取り上げた「中

小企業講座」を４回開催、加えて中小企業会員相互

の懇親を図ることを目的に「中小企業懇談会」を

開催した。「経営相談室」の積極的な利用を地域部

会にも促し、経営上の問題点の解決に向けた助言

を行ったほか、前年に引き続き、JICAの協力のも

と、人的資源省（MOHR）傘下の高度技術訓練校

（ADTEC）の学生を対象にした「中小企業向け就

職フェア」を開催した。中小企業講座では、サバリア・ガザリーMITI 大臣を講師に迎え、「外国

人労働者雇用凍結問題に関する JACTIMの対応について」と題し、ご講演いただいた。

また、第１５次中小企業ビジネス環境調査団を、現地投資開発庁が積極的な企業誘致を行ってい

たことに加え、ジョコ・ウィドド大統領による大胆なインセンティブ策も検討されており、継続的

な成長が今後も見込めることなどから、インドネシアのバタム島に派遣した。調査結果は報告書と

して取りまとめ、会員企業に情報提供を行った。

【２０１７年】

例年、人的資源省（MOHR）傘下の高度技術訓練

校（ADTEC）と共催で開催している「中小企業向

け就職フェア」は、例年と異なり、様々なイベント

が複合された大規模なイベントとしてADTECと

人的資源省により実施され、その一環として開催さ

れた就職フェアに JACTIMとして参加した。また、

高い経済成長率の維持、過度なインフレの縮小、貿

易自由化の促進（貿易協定の推進等）、９, ０００万

人以上の人口及び、若い平均年齢からマーケットと

しての安定成長が見込めるといった点から、第１５

次中小企業ビジネス環境調査団をベトナムホーチミ

ンに派遣した。

また、米国において、トランプ大統領の就任が確

定し、同氏が掲げる政策は、マレーシアにとっては

AJINOMOTO （CAMBODIA） CO., LTD 視察

BP Batam本館前にて

懇親会にて

在ホーチミン日本国総領事館にて
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向かい風であるものが多くみられたため、「トランプ大統領就任後のマーケット概況と新FEAルー

ルの概要・留意点」など、マレーシア国内外の時宜にかなったテーマによる講演会を実施した。

【２０１８年】

中小企業講座の継続、経営相談室の拡充、中小企

業懇談会の開催、海外調査団の派遣、「中小企業向

け就職フェア」の開催などを行った。また、中小企

業講座の一環として、中小企業庁企画の中小企業海

外展開現地支援プラットホーム事業および JETRO

との共催で「売上税・サービス税（SST）について

徹底解説！！」、「２０１９年度予算案　～税制改正

を中心に～」と題した講演会を開催した。

また、４月には、５年ぶりとなるフィリピン・マ

ニラ市に第１６次中小企業ビジネス環境調査団を派遣した。フィリピンは、人口１億９８万人（推

定値２０１５年）を有し、これはASEANではインドネシアに次ぐ規模であり、日本からの対内

直接投資認可額も２００８年から２０１７年までの累計で２, ０７９, １９８百万ペソと２３. ４%

でトップであったこと、また、２０１６年に就任したドゥテルテ大統領政権のもと、経済発展に拍

車がかかるフィリピン市場の今後のさらなる発展を見据え、アジア最大規模である、Mail of Asia

などを訪問した。また、ジェトロマニラ事務所に於いて、ブリーフィングを実施し、石橋 孝志所

長より、フィリピンの経済動向についてご説明頂いた。調査内容は報告書として取りまとめ、会員

企業に情報提供を行った。

【２０１９年】

前年に続きトランプ政権の動向に世界経済が左右

され、また、対中国貿易摩擦、北朝鮮問題、中東諸

国問題などの問題が表面化した年でもあり、こうし

た世界情勢に着目し、駐マレーシア防衛駐在官によ

る、「南シナ海における中国の活動」と題した講演会

の開催や、カイリー・モハマド博士を講師にお迎えし、

「①マハティール政権樹立後一年の総括、②これから

のマレーシアの展望」をテーマに、マレーシアの最

新の国内情勢、動向についてご講演いただいた。

また、前年度に引き続き、中小企業庁企画の中小企業海外展開現地支援プラットホーム事業およ

び JETROとの共催にて、竹ノ山 千津子 氏による、「就労ビザでお困りではありませんか？ビザ

申請のプロが徹底解説します。」、加藤 芳之 氏による、「２０２０年度予算案（税制改正を中心に）

＆ SSTアップデート」と労務、税制に関するセミナーを実施した。

中小企業向け就職フェアについては、例年と同様に ILP PEDASの学生を対象とした、中小企業

向け就職フェアの開催、ADTECシャーアラム校の学生を対象にした企業説明会の実施に加え、こ

GLORY （PHILIPPINES）,INC. にて

ILP PEDAS キャリアフェアの様子
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れまで実施していたビジネス環境調査団の代わりに FMM（マレーシア製造業連盟）との共催事業

として商談会の実施を検討し、次年度の開催に向けて話し合いを進めた。

【２０２０年】

２０２０年のマレーシアにおいては、新型コロナウィルスの感染拡大に伴う影響により、従来、

対面で行っていた中小企業向け就職フェアについてはパートナーである大学の閉校などの理由によ

り中止せざるを得なかったが、産業訓練校（ILP）ペダス校の学生を対象とした人材オンラインビ

ジネスマッチングを実施し、学生と企業のマッチングをサポートした。

また、活動制限令が実施されたことにより、ホームページにある「経営相談室」への相談件数が

増加したため、相談窓口を拡充し、経営上の問題点の解決に向けた助言を行うなど、オンラインを

最大限に活用した。また、新たに取り組んだ「製造業中小企業向け商談会」については、FMM会

員企業とのマッチングの準備を進め、１２月には２０社のFMM会員企業よりビジネスマッチング

の引き合いがあった。

【２０２１年】

新型コロナウィルスの感染拡大に伴う活動制限令により、中小企業向け就職フェアについては、

パートナーである職業訓練校の閉校が続いたため未実施であったが、新しい取り組みとして、マレー

シア日本国際工科院（MJIIT）/ マレーシア工科大学（UTM）と日本人商工会議所（JACTIM）お

よび日本国際協力機構（JICA）との共催にて、「MJIIT-JACTIM日本企業オンラインキャリアフェ

ア２０２１」を開催した。

また、MIDAと共催にて、JACTIM会員企業を対象に“FINANCIAL SUPPORT TO JAPANESE 

SMEs IN MALAYSIA”と題したウェビナーを開催した。このほか、前年度より、ローカルの団体

との共催による商談会の実施について検討を進めていたが、新型コロナウィルス感染拡大防止の

ための活動制限令により、フィジカルでの開催が次年度に延期となった。

さらに、中小企業海外展開現地支援プラットホーム事業として、「２０２２年度予算案　～税制

改正を中心に解説～」をテーマに加藤　芳之 氏 にご講演いただいた。

【２０２２年】

LEP ４０周年の年として、FMMとの共催により、LEP４０周年事業として製造業中小企業向

け商談会を初めて開催した。

中小企業向け就職フェアについては、MJIIT との共催により、LEP４０周年事業として開催に

至った。また、中小企業講座については、３年ぶりにフィジカルで実施することができ、講師に荒

木 要 公使をお迎えし、「マレーシア政治及び経済の展望」をテーマにご講演いただいた。

また、中小企業海外展開現地支援プラットホーム事業として、加藤 芳之 氏より、「２０２３年

度予算案　～税制改正を中心に解説～」、カイリー・モハマド博士より「マレーシア政局のゆくえ」

をテーマにご講演いただいた。

さらに、MIDAと共催で、BRIEFING ON INVESTMENT OPPORTUNITIES IN MALAYSIA 

AND FACILITATION”と題し、ハイブリッド形式にてセミナーを実施した。
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【２０２３年】

２０００年に始まった中小企業講座は２０２３年

１月に１００回目の開催を迎えることができた。記

念すべき第１００回の講座には、日本よりプロゴル

ファー池田勇太さんを講師にお迎えし、「池田勇太

さんに聞くゴルフとマレーシア」をテーマにご講演

いただいた。ゴルフのみならず、ビジネスにも通ず

る貴重なお話をお伺いすることが出来た。

また、前年度に引き続き、中小企業海外展開現地

支援プラットホーム事業共催講座および、マレーシ

ア州議会選挙後の政局やマレーシア電子インボイス制度の導入など時宜に合わせたテーマで講座を

開催した。さらに、新しい取り組みとして、前出でも紹介した、マレーシアのビジネス情報サイト

「CONNECTION」内に JACTIM会員企業の紹介の専用ページ（JACTIM会員企業 ご紹介ページ 

（connection.com.my））を開設し、マレーシア中小企業協会の役員と会員との新たな交流・人脈

を広げる場としてマレーシア中小企業協会（SME Association of Malaysia）との交流会を実施

した。また、中小企業向け就職フェアについては、前年度に引き続き、マレーシア日本国際工科院

（MJIIT）/ マレーシア工科大学（UTM）との共催にて、「MALAYSIA-JAPAN CAREER FAIR 

２０２３」を開催した。FMM（マレーシア製造業連盟）との共催事業については、お互いのニー

ズに合致した形式のネットワーキングセッションを度開催に向けて引き続き協議中である。

３. 就職フェア（２０１４年～２０２３年）
２００５年より、経営委員会傘下のＲ＆Ｄ小委員会では、日系製造業にとって、電気・電子産業

はじめ、技術系の優秀な人材の確保が重要な課題であるとの認識から、当地技術系の主要大学と共

催にて、ブース出展やキャリアトーク、学生面接など就職フェアを毎年開催している。

また、２００９年より、JICAの協力のもと、中小企業委員会主催のMOHR傘下であるADTEC（マ

レーシア国人的資源省傘下の上級職業訓練校）の学生を対象とした「中小企業向け就職フェア」を

毎年開催している。

さらに、２０１９年より、Institute Latihan Perindustrian （ILP） Pedas との就職フェア、

２０２１年より、MJIIT との就職フェア、２０２３年には、マレーシア国内ランキング第二位の

UPM大学からの優秀人材確保に向け、UPMと JACTIMの初のコラボ企画となる就職フェアを開

催するなど会員企業の高度人材確保の一助となるべくその活動の幅を広げている。

２０１４年 （第６回） ADTEC中小企業向け就職フェア

 （第１０回） UTAR（トュンク・アブドゥル・ラマン大学・KL）、

  USM（マレーシア科学大学・ペナン）、

  UTM（マレーシア工科大学・ジョホール）、UNITEN（テナガ大学・バンギ）

２０１５年 （第７回） ADTEC中小企業向け就職フェア

池田勇太氏ご講演の様子
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 （第１１回） UTAR（トュンク・アブドゥル・ラマン大学・KL）、

  USM（マレーシア科学大学・ペナン）、UTM（マレーシア工科大学・ジョホール）、

  UNITEN（テナガ大学・バンギ）／マレーシア国民大学（UKM）

２０１６年 （第８回） ADTEC中小企業向け就職フェア

 （第１２回） UTAR（トュンク・アブドゥル・ラマン大学・KL）、

  USM（マレーシア科学大学・ペナン）、UTM（マレーシア工科大学・ジョホール）、

  UNITEN（テナガ大学・バンギ）／マレーシア国民大学（UKM）

２０１７年 （第１３回） マレーシア工科大学（UTM）／マレーシア科学大学（USM）／

  マラヤ大学（UM）／マレーシア国民大学（UKM）

例年、人的資源（MOHR）傘下の高度技術訓練校（ADTEC）と共催で

実施している「中小企業向け就職フェア」は、例年と異なり、様々なイ

ベントが複合された大規模なイベントとしてADTECと人的資源省によ

り実施され、その一環として開催された就職フェアに JACTIM として

参加した。

２０１８年 （第９回） ADTEC中小企業向け就職フェア

 （第１４回） マレーシア工科大学（UTM）／ マレーシア科学大学（USM）／

  テナガ大学（UNITEN）／マレーシア国民大学（UKM）

２０１９年 （第１５回） UTM（マレーシア工科大学）／マレーシア科学大学（USM）／

  UKM（マレーシア国民大学）

 （第１回） Institute Latihan Perindustrian （ILP） Pedas 就職フェア

２０２０年 （中止） ILP PEDAS 産業訓練校との就職フェアは、新型コロナウイルス感染症

  （Covid- １９）の影響により中止となった。代替として、同校の現役学

  生や就職可能な卒業生を中小企業会員に情報共有し、学生と企業のマッ

  チングをサポートした。

２０２１年 （第１回） MJIIT-JACTIM日本企業オンラインキャリアフェア２０２１

同就職フェア以外の実施については、新型コロナウィルス感染拡大によ

る活動制限令の影響により、パートナーである職業訓練校の閉校が続き

未実施となった。

２０２２年 （第１６回） マルチメディア大学（MMU）／ マレーシア科学大学（USM）／

  テナガ大学（UNITEN）

 （第２回） MJIIT-JACTIM日本企業オンラインキャリアフェア２０２２
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２０２３年 （第１７回） マルチメディア大学（Multimedia University / MMU）

 （第３回） MJIIT-JACTIMマレーシア・日本キャリアフェア２０２３

 （第１回） JACTIM・UPM大学共催 JACTIM 就職フェア

 （第１回） ADTECマラッカ就職フェア←（協力）

４.JACTIM FOUNDATION活動
JACTIM FOUNDATION（商工会議所基金）は、マレーシアの経済面のみならず、文化・教育・

社会面等の分野に対する貢献活動を行い、日マ相互理解の促進による友好親善関係の強化を図るこ

とを目的に JACTIMの下に全会員の参加によって１９９４年に設立され、１９９６年から募金及

び事業を開始した。

JACTIM FOUNDATIONは免税ステイタスを有しており、原資である会員企業からの寄付金を

基に運用されている。なお、JACTIM FOUNDATIONでは、国際文化交流委員会が事業活動の遂

行を担っている。

ⅰ）JACTIM FOUNDATIONの設立

JACTIM FOUNDATIONは JACTIM 設立１０周年事業の一環として１９９４年１月に実施し

た小中学校への植樹（グリーンドネーション）がきっかけとなった。

そもそも、１０周年事業のコンセプトは「マレーシア社会への感謝と貢献を通じて、究極的には

揺るぎ無い日マ関係を構築すること」であり、それまで JACTIMのマレーシア社会に対する貢献

は主に経済面に重きが置かれてきたが、文化、社会面における幅広い交流・貢献活動が求められる

ようになった。

こうしたことから、１９９４年、特別委員会から常設委員会となった国際文化交流委員会におい

て、「文化交流基金創設」に向けた検討作業が進められ、会員へのアンケート調査や各部会での説

明会等を実施し、多くの賛同を得ることが出来た。そして、オナラリーアドバイザーにマハティー

ル前首相の就任が内定、同年１１月にROC（企業登録局）より基金の設立が認可され、JACTIM 

FOUNDATIONが誕生した。

１９９５年には具体的な活動内容、組織、募金規模等について１１月度の理事会で承認され、活

動の素地が整うとともに、悲願の免税措置の適用認可を受け、翌１９９６年から募金活動を開始す

ると同時に、「グリーンドネーション」、「マラヤ大学・日本研究プログラム支援」、「マレーシア国

立交響楽団（NSO）支援」の３つの支援事業で JACTIM FOUNDATION活動がスタートした。
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ⅱ）当初の目標と計画変更経緯

設立当初は、毎年約６０万リンギの募金を目標として集め、そのうち、７０％に当たる約４２万

リンギを当期の事業に使用し、残額の３０％に当たる約１８万リンギを毎年積み立てて、２０２０

年頃を目途に６００万リンギの基金を作ることが目標であった。財団設立当時の金利は６％。

６００万リンギ×６％＝３６万リンギが活動費に利用できる目算であった。

しかしながら、財団の長期的な目標値設定による運営・活動については、その後の経済環境の変

化等から実態に馴染まず、設立時の運営計画を見直すこととなった。また、会員企業の中で、特に

中小企業を取り巻く経営環境が厳しいことから、その負担感を減らす検討を行った。

国際文化交流委員会で各種試算と分析を行い、見直しの具体案について検討し、２００９年１月

より、中小企業会員及び個人会員の会費負担を軽減し、２口（６００リンギ）から１口（３００リ

ンギ）に変更した。２０１１年１月からは、全会員の財団会費は、一律１口（３００リンギ）と減

額した。ただし、JACTIM本体の会費を上げた。２０２３年時点で、これまでの募金総額は累計

約７２０万リンギットに上る。

ⅲ）JACTIM　FOUNDATIONによる支援事業

＜２０２３年支援事業＞

マラヤ大学東アジア研究学科マラヤ大学アジア・ヨーロッパ語学科への支援事業（１９９６～

２０００、２００７～）

当国で唯一、日本研究専攻及び日本語専攻の課程を持つマラヤ大学に対し、JACTIM 会員企業

からのテーマの提出を踏まえた研究を支援。また、学生インターンシップ受入について協力関係を

構築。

マレーシア日本国際工科院（MJIIT）への支援事業（２０１２～ ）

日本のアイデアや技術を活かした社会貢献プロジェクトの立案と開発に関する支援をおこなう。

学内で選定されたプロジェクトにおける試作品作成、情報収集等を支援。また JACTIMと共催に

より就職フェアを実施。

＜これまでの主要な支援先＞

● 新型コロナウイルス感染拡大に伴うワクチン運搬への支援

● Merbok Community Rehabilitation Organization への支援

● 中高生向け発明コンテスト、Young Inventors Challenge への支援

● Malaysian Association For The Blind（MAB）への支援

● Special Olympics Sarawak への支援

● サバ　チェシャヤホームへの支援

● ツン フセイン オン眼科専門病院 への支援

● アガペーセンターへの支援

● 中等教育普通学校への支援

● ネグリ・スンビラン婦人医療クリニック支援

● 環境支援（グリーンドネーション）
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ⅳ）２０１４年～２０２３年までの主要支援事業援先

● マラヤ大学東アジア研究学科マラヤ大学アジア・ヨーロッパ語学科への支援事業（１９９６～

２０００、２００７～）当国で唯一、日本研究専攻及び日本語専攻の課程を持つマラヤ大学に

対し、JACTIM会員企業からのテーマの提出を踏まえた研究を支援。また、学生インターンシッ

プ受入について協力関係を構築。

● マレーシア日本国際工科院（MJIIT）への支援事業（２０１２～ ）

　 日本のアイデアや技術を活かした社会貢献プロジェクトの立案と開発に関する支援をおこなう。

学内で選定されたプロジェクトにおける試作品作成、情報収集等を支援。また JACTIMと共催

により就職フェアを実施。

● 新型コロナウイルス感染拡大に伴うワクチン
運搬への支援

● Merbok Community Rehabilitation 
Organization への支援
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● 中高生向け発明コンテスト、
　 Young Inventors Challenge への支援

● Malaysian Association For The Blind
（MAB）への支援

● Special Olympics Sarawak への支援

● アガペーセンターへの支援

●モンフォート・ボーイズタウンへの支援

●サバ　チェシャヤホームへの支援

●ツン フセイン オン眼科専門病院への支援

●中等教育普通学校への支援
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● ネグリ・スンビラン婦人医療クリニック支援 ●環境支援（グリーンドネーション）

５.日本マレーシア経済協議会  （The Japan-Malaysia Economic Association: JAMECA）
１９７７年、福田総理大臣（当時）とマレーシアのフセイン・オン首相（当時） の賛同を得て、「両

国経済界相互の理解と親善を深め、かつ両国間の通商、投資、経済協力、観光及び文化交流の促進」

を目的とし、同年１１月、日本側に日本マレーシア経済協議会（JAMECA）、マレーシア側にマレー

シア日本経済協議会（MAJECA）がそれぞれ設立された。同月、クアラルンプールにおいて第１

回目の合同会議を開催して以来、ほぼ毎年交互に合同会議を開催しており、現在までに４０回の会

合を重ねている。合同会議では貿易・投資の活性化、両国間経済協力等の諸問題を中心に活発な意

見交換が行われている。

JACTIMは１９８４年に開催された第７回会議以来、在マレーシア日系企業の中心的団体とし

て、オブザーバーとして貿易投資委員長がマレーシアにおける日系企業の現状等についてレポート

を行っている。

以下、過去１０年間に開催された日本マレーシア経済協議会（JAMECA/MAJECA）合同会議

の概要は下記のとおりである。

【２０１４年１１月３日（第３３回）合同会議　於：サラワク州クチン、ヒルトンクチン】

同合同会議は、１１月１３日にサラワク州クチンで開催された。会議では、アズマン・ハシム

MAJECA会長及び、佐々木 JAMECA会長の開会挨拶で幕をあけ、安倍首相の祝辞（代読）、ナ

ジブ首相祝辞（代読）と続いた。来賓挨拶を行ったサラワク州のアリ・ハッサン産業開発大臣は、

今後のサラワク州の発展に就いて言及

された。その後は、参加企業等による

プレゼンテーションが３部に分かれて

実施され、東方政策セカンドウェーブ

及び、サラワク州でのビジネス及び投

資に就いての議論が行われ、JACTIM

としては、原田貿易投資委員長より日

本企業の投資動向や魅力、サラワク州

の特徴を述べたほか事業費用高騰や労

務問題に関する課題、国内規制緩和要
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望について講演を行った。

【２０１６年６月１日（第３４回）合同会議　於：ホテルニューオータニ 東京】

「日本・マレーシア間の経済のコラボレーションの強化と深化」をテーマに、３回に分けて全体

会議が開催された。両国協議会メンバーを中心に総勢１８３名が参加し、活発な議論が行われた。

開会にあたり、宮川眞喜雄駐マレーシア日本国大使が安倍晋三日本国内閣総理大臣の祝辞を、アハ

マッド・イズラン・ビン・イドゥリス 駐日マレーシア大使がナジブ首相の祝辞を代読した。第１

回全体会議においては、両国政府の通商交渉官がこれまでのＡＳＥＡＮ共同体（ＡＥＣ）、ＲＣＥＰ、

ＴＰＰにおける取り組みを紹介し、第２回全体会議では、マレーシアにおける日本企業の投資に着

目し、製造業誘致を進める、マレーシア・ケダ州における投資機会、東海岸経済地域における投資

機会のスピーチ、JACTIM より、中山

昌邦貿易投資委員会副委員長がマレー

シアにおける日本企業の動向について

講演を行った。

両国協議会の４０周年を前に、ＡＥ

Ｃの発足、ＲＣＥＰ、ＴＰＰの近い将

来の発効による両国間の貿易・投資拡

大に期待が高まる会議となった。

【２０１７年３月２０日（第３５回）合

同会議　於：シャングリラホテル・クアラルンプール】

「ＪＡＭＥＣＡ－ＭＡＪＥＣＡ４０周年を越え、次の１０年へ」をテーマに、日本側より日本マレー

シア経済協議会（JAMECA）佐々木幹夫会長、大森一夫副会長他７１名 、マレーシア側より、マ

レーシア日本経済協議会（MAJECA）アズマン・ハシム会長他１１１名、総勢１８２名が参加した。

第１回全体会議では、これまで４０年間の両国間における経済活動を振り返り、今後の展望につ

いての議論がなされ、 第２回全体会議では、デジタルエコノミーについて議論し、マレーシア側か

らマレーシアデジタル経済公社（ＭＤＥＣ）を通じた政府のデジタル産業育成の取り組みや、中小

企業でもｅコマースを活用できる事例が紹介された。日本側からは、モバイルを活用した新しい

マーケティング・ビジネスや貿易の諸

手続きをオンライン上で行うプラット

フォームについての提案があった。第

３回全体会議では、ハラルビジネスに

ついて議論がなされ、マレーシアを通

じて世界のハラル市場への展開を図る

取り組みが紹介された。また、チュア・

ティー・ヨン マレーシア国際通商産業 

副大臣による基調挨拶をはじめとし、

宮川大使による特別講演のほか、マレー
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シア日本経済協議会の４０周年記念本の発行セレモニーが行われた。

【２０１８年１１月６日（第３６回）合同会議　於：東京プリンスホテル】

マハティール首相来日の機会を捉え、日本マレーシア経済協議会第３６回合同会議兼マレーシア

ビジネスフォーラム両国協議会が開催

され、両協議会メンバーに加え、広く

一般からも参加者を募り、約６５０名

が参加した。当日は、「デジタル経済

に向けた日本とマレーシアの新たなコ

ラボレーションへ」をテーマに、マハ

ティール首相による特別講演に加え、

デジタル・イノベーションや第４次産

業革命を通じた産業高度化に向けた日

マ間の協力について活発な討議が行わ

れた。マハティール首相は１５分の講演の後、３０分間にわたり参加者からの質問に丁寧に対応い

ただいた。

第１回全体会議では、「力強いデジタル・イノベーション・エコシステム 構築に向けた日本‐

マレーシア間の協力」と題し、基調講演とパネルディスカッションを行った。第２回全体会議では、

「未来の技術を用いた産業の変革における日本―マレーシア間の協力」をテーマに議論が行われ、

新産業・イノベーション分野を含む日マ間の貿易・投資のさらなる活性化に向け、「ＣＰＴＰＰの

活用促進や ＲＣＥＰ交渉の早期妥結など自由貿易・経済連携の推進」、「マレーシアにおける外国

投資や雇用、労務、知財等に関する法・制度のさらなる改善」を求める共同声明を採択し、佐々木

会長とアズマン・ハシム会長が署名した。

【２０１９年７月１日（第３７回）合同会議　於：ＥＱクアラルンプール】

「革新的技術分野での日本・マレーシ

ア間の貿易投資拡大」をテーマに、マ

ハティール首相を迎え、日本側より、

日本マレーシア経済協議会 佐々木幹夫

会長（三菱商事特別顧問）、 中村邦晴副

会長（住友商事取締役会長）など７７名、マレーシア日本経済協議会 アズマン・ハシム会長など

１０６名が参加した。マハティール首相は、特別セッションで５０分にわたり１４名の参加者から

の質問に丁寧に回答され、講演者の出展ブースもひとつひとつ時間をかけて訪問するなど、日本の

技術、日本との協力に高い関心を示していただいた。

また、第１回全体会議をマレーシア国際貿易産業省（MITI）、マレーシア投資開発庁（MIDA）、 

マレーシア標準工業研究所（SIRIM）、在マレーシア日本大使館、ジェトロ、マレーシア日本人商

工 会議所（JACTIM）主催の「日マ・スマートマニュファクチャリングプラットフォーム」の第

２回セミナーとして開催し、IoT や AI などの日本の技術を使ってマレーシアの中小企業の生産性
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を高める取り組みを提案し、第２回全体会議では、マレーシアを取り巻く最新の投資機会の紹介、

第３回全体会議では、電子商取引、キャッシュレスなどデジタル分野の動きが紹介された。

【２０２０年１０月２２日（木） ※オンラインセミナーを開催】

新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、同年開催予定だった第３８回合同会議は翌年に延

期の運びとなったが、「デジタル化における日本とマレーシアの協力」をテーマにマレーシア側経

済協議会と共催でオンラインセミナーを開催した。

同セミナーでは、革新的技術分野に焦点を当て、デジタル化に向けたマレーシアと日本の企業連

携の実例について、MDEC・Hew Wee Choong氏、MIDA・Norhizam Ibrahi氏にご講演いただき、

また、ジェトロ クアラルンプール事務所小野澤所長より、Asia Digital Transformation （ADX）

について講演いただいた。

【２０２１年１０月２７日（水）（第３８回）合同会議　於：Zoom】

「ニューノーマルにおける日本とマレーシアの連携、ビジネ

ス連携を通じたレジリエンスの構築」をテーマに、新型コロ

ナウィルス禍、初のオンライン形式にて開催され、日本側よ

り、日本マレーシア経済協議会 永野毅会長（東京海上ホール

ディングス会長）、 中村邦晴副会長（住友商事取締役会長）な

ど８５名、マレーシア側より、マレーシア日本経済協議会 アズマン・ハシム会長など１２８名が

参加した。同会議は、従来から大幅に時間を短縮しての開催ではあったが、アズミン・アリ上級大

臣兼国際貿易産業大臣の特別講演をはじめ、パネルディスカッションなど、日本とマレーシア、両

国企業が力強く連携し、新型コロナウィルスによる苦難を乗り越え、レジリエンスの構築に向けた

日マ両国のビジネス連携について活発な討議が行われた。

【２０２２年８月１日（第３９回）合同会議　於：ヒルトン・クアラルンプール】

第３９回合同会議は、日本とマレーシアの国交開設６５周年、マレーシア「東方政策」４０周年

の節目の年にあたる記念行事の一環として相応しく、３年ぶりに対面形式で開催された。日本側よ

り、マレーシア経済協議会（JAMECA）永野毅会長（東京海上ホールディングス株式会社取締役

会長）、 中村邦晴副会長（住友商事株式会社取締役会長）など４２名 、マレーシア側より、マレー

シア日本経済協議会（MAJECA） アズマン・ハシム会長（AmBank Group 名誉会長・名誉顧問）、 

モハマド・イクバル副会長（Farlim Group 副会長）など７７名が参加した。

本会議は、「マレーシアと日本におけるポス

トコロナでの課題と新たなビジネス機会」を

テーマに掲げ、アズミン・アリ上級大臣、髙橋

克彦大使、佐々木伸彦 JETRO 理事長を来賓に

迎え、開会にあたりご挨拶をいただいた。続い

て、両国企業間によるMOU の締結式が執り行

われ、その後、２つの全体会議を設け、両国に
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よる講演や活発な議論が交わされた。

第１回全体会議では、モデレーターに Kroll Singapore の川端隆史氏、講演者に JACTIM、

Ambank、InvestSelangor が登壇し、両国のビジネス動向や新たな協業機会が紹介された。

続いて、 第２回全体会議では、モハマド・イクバル MAJECA 副会長がモデレーターとなり、

Silverlake Axis、 AnyMind Group、OFO Tech を講演者に迎え、「デジタル化時代におけるポ

ストコロナでの課題と新たなビジネス機会」をテーマに議論が展開された。

【２０２３年５月２５日（第４０回）合同会議　於：ANA インターコンチネンタルホテル東京】

第４０回合同会議は、日 ASEAN 友好協力

５０周年の節目の年であり、約５年ぶりに東京

で開催され、日本側より、日本マレーシア経済

協議会（JAMECA） 永野毅会長（東京海上ホー

ルディングス株式会社取締役会長） 、中村邦晴

副会長（住友商事株式会社取締役会長）など

６４名 、マレーシア側より、マレーシア日本経

済協議会（MAJECA） アズマン・ハシム会長

（AmBank Group 名誉会長・名誉顧問） モハ

マド・イクバル副会長（Farlim Group 副会長）

など４４名が参加し、両国合わせ１００名強の参加となった。

本会議では、「多層的な共創を通じた日本・マレーシアの経済関係深化」をテーマに掲げ、髙橋

克彦駐 マレーシア日本国大使、シャフリル・エフェンディ・アブドゥル・ガニー駐日マレーシア

大使を来賓に迎え、開会にあたり、両国首相の祝辞代読とご挨拶をいただいた。　　

同会議は４回に分けて開催され、第１回全体会議の講演として、「最新の日マレーシア間貿易投

資動向」と題し、マレーシア日本人商工会議所、ジェトロ・クアラルンプール事務所、マレーシア

貿易開発公社、マレーシア投資開発庁よりご説明いただいた。

第２回全体会議では、「マレーシアの投資誘致地紹介」と題し、登壇者から各団体の概要や、管

轄地区の投資先としての魅力を紹介した。第３回全体会議では、「地方創生における日本とマレー

シアの相互発展」と題し、JICA 北海道（帯広）の木全洋一郎代表をモデレーターに、両国の共創

による地方創生の事例紹介およびパネルディスカッションが行われた。第４回は「新たな経済と

デジタルフロンティアへ向けた日本・マレーシアの共創と可能性」と題し、モハメド・ イクバル

MAJECA 副会長をモデレーターに、デジタルを活用した新分野に挑む両国共創ビジネス事例紹介

およびパネルディスカッションが行われた。

６.ASEAN日本人商工会議所連合会（FJCCIA）
     The Federation of Japanese Chambers of Commerce and Industry in ASEAN

ASEAN９カ国に所在する１０の日本人商工会議所 （JCCIs）の連合。会員企業の合計は ７,

２８２ 社に上る （２０２３年６月時点、ブルネイの日系企業４社を含む）。
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２００８年、当時のスリン ASEAN 事務総長から、ASEAN に所在する日本のビジネスコ

ミュニティを組織し、政策提言を行うよう要請。同年９月１０日、ASEANの日本商工会議所は

「FJCCIA」を設立し、バンコクでスリンASEAN事務総長と第１回目の対話を開催。

（１）対話の意義

在ASEAN日系企業の要望をASEAN事務総長に伝達する場であり、経済大臣会合や首脳会談

にも内容が伝わるイベントであり、日系企業のプレゼンスを示す貴重な場。

ASEAN事務局は、日系企業の声や情報を得られる本対話機会に謝意を示している。

（２）対話の方式

ASEAN経済大臣会合（AEM）を見据え、年１回対話会合を開催することで合意。２０１０年

のAEM-METI（ダナン）にて、直嶋経産相（当時）より「ASEAN全体が投資先として、さらに

魅力を増すかたちでASEAN経済共同体（AEC）を実現するには、ビジネス界（FJCCIA）から

の声に耳を傾け、日ASEAN協力して事業環境改善が重要との発言。

（３）歴代アセアン事務総長

ASEAN事務総長は，ASEAN各国のアルファベット順により輩出。

ASEAN首脳会議において任命される。任期５年（再任不可）の閣僚級ポスト。

２００８年～１２年 スリン・ピッスワン氏 H.E. Dr. Surin Pitsuwan 元タイ外務大臣

２０１３年～１７年 レ・ルオン・ミン氏 H.E. Le Luong Minh 元ベトナム外務次官

２０１８年～２２年 リム・ジョクホイ氏 H.E. Mr. Lim Jock Hoi 元ブルネイ外務貿易省事務次官

２０２３年～２７年 カオ・キムホン氏 H.E. Dr. Kao Kim Hourn カンボジア首相補佐特命大臣

（４）これまでの対話の実績

（５）日本企業の現在地とASEANへの期待

•日本企業のASEANにおける現在地と課題

　日本企業は域内各国で事業を展開 （製造業等は各国で分業）

　ASEAN各国は独自の非関税障壁（現調義務等）、投資規制も企業競争力を阻害

　投資誘致策の域内間競争の激化

•ASEANへの期待

　各国が自国ファーストではなく、ASEAN域内の強み・役割を踏まえた産業政策に
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　ASEAN各国が補完し合い、共に輸出競争力を育み経済成長を目指す経済圏に

•競争力あるASEANA

　高い経済成長と一体性ある事業環境を武器に、投資したくなる経済圏へ

７. 調査・出版活動
当所調査委員会では、マレーシア経済の現状と今後の動向、そしてマレー

シアを取り巻くビジネス環境への理解を深めることを目的に、各種の調査

アンケートの取り組みを実施し、会員へのフィードバック並びにマレーシ

ア政府への提言を行っていく上でのデータとした。

また、広報委員会では、会報や記念史の発刊を行った。

＜調査アンケート＞

１．景気動向調査アンケートの実施（第５７～７４回）

２０２０年にはコロナ緊急アンケートを実施し、コロナ禍の活動制限における会員企業の課題を

抽出し政府対話に活用した。また、２０２２年上半期まで、会員企業がマレーシアの景気動向をど

のように認識しているのか、各部会を中心に全会員に対して毎年前期・後期と２回にアンケート調

査を実施した。

２０２３年度より在マレーシア日系企業アンケートと一本化し、年に一回、JETROクアラルン

プールと共同実施することとなった。内容は、日本銀行が実施する短期経済観測（短観）に倣った

もので、本国の景気判断との違いが鮮明になるよう配慮している。会員企業が今後の操業状況や景

気の行方をどう見ているのか、マレーシア経済に大きな影響を与える日系企業の景況感を知る上で

有益な調査資料となっている。

２．賃金実態調査の実施（第３０～３４回）

２０１４年～２０１８年までの期間において、年に１度、９月から１０月にかけて、日系企業で

勤務するマレーシア人のローカルスタッフの賃金を調査するため、全会員向けに調査アンケートを

実施した。内容は、賃金水準、業種別昇給率、賞与、福利厚生、ＥＰＦ（厚生年金）、退職金制度、

組合関係等であり、１２月に賞与を支給する会員企業に本調査報告書を支給基準の一つの目安とし

て活用いただくなどしていたが、会員企業に人事に関する情報を共有する点においてマレーシアの

競争法に抵触することが懸念されたため、２０１８年（第３４回）をもって調査を中止した。

３．在マレーシア日系企業アンケート

２００６年７月に日馬経済連携協定が発効され、日マ両国の経済関係が新たな段階に入り、また、

２００７年３月に両国間で「ビジネス環境整備小委員会」が設立・開催されたことを受け、同アン

ケート調査は調査委員会での調査活動となり、JACTIMと JETROクアラルンプールとの共同活

動となった。同アンケート調査は、マレーシアのビジネス環境をより良いものとしていくことを目

的とし、日系企業の経営環境の改善や事業活動支援の為に輸出額、設備投資額、従業員数といった
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最新の主要データを調査、マレーシア政府等への要望時や、マレーシア経済への日系企業の貢献度

をアピールする際に活用するため、在外会員を除く会員企業を対象にアンケート調査を行った。

また、２０２３年度アンケート調査より、景気動向調査と一本化し、年に一度の実施となった。

アンケート内容は、マレーシアの投資先としての魅力的な点、問題点、インフラ、労務の課題や問

題点、退職金制度、治安、税務、機械化、自動化、デジタル化、ESG関連等である。

＜出版＞

１．「マレーシアハンドブック」２０１７、２０２０、２０２３

　調査委員会では、１９８５年の

初版から３年に１度マレーシアハン

ドブックを改訂している。この１０

年間では、２０１７（第１１版）、

２０２０（第１２版）、２０２３（第

１３版）を発刊した。本書は、第１部

総論編として、１. 地理・気候・歴史、

２. 政治・行政、３. 社会・文化・生活、４. インフラとエネルギー、５. 経済、６. 経済関係制度、

７. マレーシアと日本の関係の７項目、第２部産業編として、１. 農林水産業、２. 土木・建設業、

３. 工業、４. 商業、５. 金融・保険業、６. 運輸業、７. 報道業、８. 観光業の８項目、第３部情報

源として、１. 日本関係主要機関、２. マレーシア連邦政府、３. 経済関連機関、４. 州開発公社、５. 

主要経済団体、６. 統計－数字で見るマレーシア経済の６つから成る。各項目は、会員企業から執

筆いただいていており、JACTIM会員企業の総力が結集した１冊となっている。内容も多岐に亘っ

ており、マレーシアの現状を知る上での必読本と言える。

また、２０２３版より冊子版に加え、電子版も発行し、パソコン、タブレット、スマートフォン

などからいつでもどこでも閲覧できるよう利便性の向上を図った。

       　  

２．投資環境比較調査団報告書

調査委員会では、毎年国内外に JACTIM会員から参加者を募り、投資環境比較調査団を派遣し

ており、その都度報告書を発刊している。

●サラワク州 （ビンツル） （２０１５年２月）

●イスカンダル （ジョホール） （２０１６年４月）

●北部コリドー投資比較調査団報告書 （２０１７年４月）

●マレーシア西海岸（マレーシア半島西海岸＆シンガポール）（２０１８年７月）

※新型コロナウイルスによる活動制限令の影響により、２０２０年以降２０２２年までの期間に

おいては未実施となった。２０２３年よりマレーシア国内の調査を再開した。

３．会報および電子ウェブマガジンBridge （ブリッジ）

　広報委員会では、年４回、３ヶ月毎に JACTIM活動を記録し、紙媒体の会報にて会員へ情報

配信を行っていたが、時代の変遷、SDGsへの配慮を鑑み、２０２２年２月（第１５９号）をもっ
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て紙媒体での発行を終了、会報を電子ウェブマガジン化し、同年１０月、JACTIM電子ウェブマ

ガジンBridge（ブリッジ）のページを開設した。

JACTIMのロゴマークの由来にもなった日馬両国の架け橋をイメージし、Bridge（橋）が電子ウェ

ブマガジンの名称として採用された。

Bridge のコンセプトは、『日馬をつなぐビジネスマガジン』であり、従来の会報と同様に、当所

の活動内容に関する情報をベースに、マレーシア政府との対話報告などの会員企業にとっての有益

な情報提供はさることながら、突撃レポート、思い出のゴルフ、Myマレーシアライフと題したマ

レーシア生活を彩る趣味、コミュニティーの紹介記事まで幅広いコンテンツを掲載し、総合的な電

子ウェブマガジンとして毎月多彩な内容にてお届けしている。また、重要なお知らせを即時掲載す

ることが可能となり、会員の皆様にリアルタイムで、いつでもだれでもどこからでも閲覧できるよ

うになったことで、会員のみならず一般の方にも広く JACTIM活動について知ってもらうための

広報活動のツールとして活用している。  Bridge URL ：（https://jcci-bridge.com.my/）

４．マレーシアにおける交通事情と保険事情（２０１６年）

　２０１５年末、当所保険関係会員企業のご協力により、標記ハンドブック

を９年ぶりに改訂した。マレーシアは、日本に比べ交通公共機関が少ないため

に車を利用せざるを得ない状況にある。その車中心社会の現状を交通事故の観

点から見て、マレーシアの道路交通法、事故防止策、法律、自動車保険請求と

心得、ポリスレポート、損害保険、運転免許証などについて掲載されている。

８. 会員親睦事業
１） JACTIM会員親睦ゴルフ大会

２） JACTIM会員忘年会
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政策提言活動 

１. マレーシア政府とのダイアログ
【２０１４年】

２０１４年年明けに、マレーシア政府の補助金削減方針を受け電気料金の大幅な値上げが発表さ

れるなど波乱を含んだ一年であったが、２０２０年の先進国入りを目指した政策が進行しており、

大使館・JETROの協力・指導を仰ぎ、マレーシア政府に対し、アジア経済圏、特にマレーシアで

の経済活性化の提案・陳情を実施した。

【提言内容】

• 国際貿易産業省（以後MITI）への２０１５年度政府予算案に対するインセンティブ提案

• 電気料金引き上げに関する会員アンケート調査結果および意見

• 最低賃金見直しに対する意見

• 外国人労働者問題に関する人頭税や外国人比率削減方針等に対する意見

• 家電リサイクル法大綱策定に向けた意見

• マレーシア鋼板厚板セーフガード調査に対する除外申請

 

【２０１５年】

MITI・投資開発庁（以後MIDA）・財務省（以後MOF）とのダイアログや意見提出に加え、「最

低賃金制度」や「外国人労働者問題」といった重要テーマについて、マレーシア経営者連盟（以後

MEF）やマレーシア製造者連盟（以後 FMM）とも意見交換を行い、ジョイントメモランダムを

通じて関係省庁に申し入れを行った。

【提言内容】

• 外国人労働者のワークパーミット更新手続きオンライン化

• マレーシアの熱延厚板セーフガードSG調査の仮決定に対する追加意見

• 家電リサイクル法大綱策定

• ステンレス冷延鋼板のアンチダンピング調査に対する意見

• FMMとのジョイントメモランダム

• マレーシア経営者連盟（以後MEF）とのジョイントメモランダム

• MOHAの Levy メカニズム案

• 熱延コイルセーフガード調査

 

【２０１６年】

２０１６年度は外国人労働者人頭税の引き上げや法定最低賃金の改定に加え、外国人労働者新規

雇用凍結問題や為替管理制度の突然の導入が日系企業の経営に大きな影響をもたらし、中長期的な

先行きの見通しが懸念された年であった。JACTIMは日系会員企業のビジネス活動を支援するた

め、ポール・ロウ首相府大臣をはじめ、MITI・MIDA・内務省（以後MOHA）との対話を重ねた。

その結果、外国人労働者新規雇用凍結政策下においてケース・バイ・ケースでの承認を一部勝ち取

ることができた。
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【提言内容】

• MITI と人的資源省（以後MOHR）への最低賃金・労務問題

• プレーンパッケージ規制

• MOFダイアログ メモランダム提出

• MITI ムスタパ大臣とのダイアログ

 

【２０１７年】

２０１７年のマレーシア経済は、実質ＧＤＰ成長率が好調に推移し、会員企業に対して２０１６

年度下期に実施した景気動向調査の結果を見ても、業況判断ＤＩも３年ぶりにプラスに転じ、マレー

シアで事業を展開されている日系企業も好景気を実感していることを表す結果であったが、企業の

経営環境に目を向けると、当地での事業活動を維持する上で障害となっている課題も数多くあり、

日系会員企業のビジネス活動を側面支援するため、MITI ムスタパ大臣をはじめ、MIDA・MOF等

との対話を重ねた。

また、今後のマレーシア政府中枢部との人脈強化及び JACTIMとしての提言力強化を図るため、

MITI 事務次官を務められ、日系企業の事情にも明るい Tan Sri Asmat 氏を非常勤の相談役にお

迎えした。

【提言内容】

＜現在、直面しているオペレーション上の課題に対する提案＞

• 労働力不足と製造コストの上昇

• 外資にとって不利な為替規制

• 外資にとって非合理な租税上の措置

• 日本からの鉄鋼輸入品に対する貿易措置

• 政策変更の事前通知と産業界との意見交換

＜将来の事業拡大の為の課題に対する提案＞

• 人材育成（HRDFファンド・ルックイーストポリシー）

• 知財環境の整備（事業誘致・投資の促進に資する為）

• 税制適格合併と事業分割（企業競争力の強化に資する為）

• 製造業に対する骨太の方針（親会社に正しく伝わるように）

 

【２０１８年】

日系会員企業が当地でビジネスをする上で障害となる諸問題点の改善について、在マレーシア日

本国大使館・JETRO等関係各位の協力を得ながら積極的に政策提言を展開し、マハティール首相

をはじめとした政府幹部等に対して直接提言を実施した。

【提言内容】

＜労務関連＞

• 過度な負担とならない最低賃金の検討

• 外国人労働者雇用問題

• 就労ビザ、プロフェッショナル・ビジット・パス発給手続き緩和と迅速化
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JACTIM会頭の交替 

１９８４年から２００６年まで会頭を務めた故鈴木一正氏が唱えた「内にあっては和の精神、外

に対しては謙虚な気持ち」を JACTIMのスローガンと掲げ、日系企業が、マレーシアで安定した

経営を維持できるよう、様々に支援措置を講じてくれているマレーシアへの感謝の気持ちを、歴代

の会頭が受け継いでいる。

初代会頭

５代目会頭

９代目会頭

２代目会頭

６代目会頭

１０代目会頭

３代目会頭

７代目会頭

１１代目会頭

４代目会頭

８代目会頭

１２代目会頭

松本 繁雄 氏
（マレーシア味の素）

１９８３年１１月～１９８４年１月

日比 隆 氏
（トヨタ自動車）

２００９年３月～２０１２年１１月

外処 敏彦 氏
（アジア大洋州三井物産）
２０１６年１月～２０１８年３月

鈴木 一正 氏
（テジャナトレーディング

元三井物産代表取締役常務取締役
マレーシア駐在）

１９８４年２月～２００６年１１月

中村 正人 氏
（マレーシア三菱東京UFJ銀行）
２０１２年１２月～２０１３年９月

井水 啓之 氏
（パナソニックマネージメント

マレーシア）
２０１８年３月～２０２０年３月

瀬木 貞夫 氏
（KYB-UMW）

２００６年１２月～２００８年１１月

吉田 周市 氏
（アジア大洋州三井物産）
２０１３年１０月～２０１４年４月

児島 大司 氏
（マレーシア三井物産）

２０２０年３月～２０２３年３月

角田 道彦 氏
（アジア・大洋州三井物産）
２００８年１２月～２００９年２月

岡本 敏郎 氏
（パナソニックマネージメント

マレーシア）
２０１４年５月～２０１５年１２月

澤村 剛朗 氏
（三井住友海上火災保険

マレーシア）
２０２３年３月～現在
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世界の震災、災害に対する JACTIMの義援金募金活動 

新潟県中越地震 : （２００４年）:２００４年１０月２６日に発生した新潟県中越地震に際して、

KL日本人会と共同し、募金活動を行い、日本赤十字に寄附した。

インド洋大津波 （２００４年）:２００４年１２月２６日スマトラ島北西部のインド洋で発生した

インド洋大津波被災地に対してKL日本人会と共同し、義援金RM 193,008.04 を赤新月マレーシ

アに寄附した。

インドネシア・ジャワ島中部地震 （２００６ 年）:２００６年５月２７日に発生したインドネシア・

ジャワ島中部地震被災地に対し、KL日本人会と共同で、募金活動を行い、義援金はMalaysian 

Red Crescent Society （マレーシア赤新月） に寄附した。

東日本大震災 （２０１１年）:２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災に際して、JACTIMは、

クアラルンプールを初めとするマレーシア各地の日本人会と共同で、「東日本大震災」発生後の３

月１６日から、マレーシア在住の方々からの義援金のお申し出に対応する為に、義援金ボックスの

設置、マレーシア三菱東京ＵＦＪ銀行に開設した義援金口座の案内など行った。そして、総額RM 

3,869,513.96 を日本赤十字社に寄附した。今回の震災に際しては、当地に住む日本人や日系企業

のみならず、日本とゆかりはなくとも心温かいマレーシアの方々から、多くの励ましや義援金をい

ただいた。

マレー半島東海岸洪水被災 （２０１５年）:マレー半島東海岸のクランタン、トレンガヌ、パハン

州を中心に発生した大規模な洪水被害に際し、JACTIM とクアラルンプール日本人会と共同で、

被災者への救済の一助として、義援金を募り、Malaysian Red Crescent Society （マレーシア

赤新月） に寄付した。

熊本地震  （２０１６年）:２０１６年４月１４日に発生した熊本地震に際して、JACTIMと日本人

会合同で義援金を募り、東京三菱銀行（日本人会口座）に入金、総額RM 85,679.30 を日本赤十

字社に寄付した。

平成３０年７月西日本豪雨災害 （２０１８年）:２０１８年７月、西日本を中心に降り続いた記録

的な大雨の被害を受け、JACTIMおよびクアラルンプール日本人会と共同で義援金を募り、日本

赤十字社に寄付を行った。

令和元年台風第１９号災害 （２０１９年）:２０１９年１０月１２日に伊豆半島に上陸した台風第

１９号の被災に際し、JACTIMと日本人会合同で義援金を募り、日本赤十字社に寄付を行った。

マレー半島中央部洪水災害 （２０２１年）:マレーシア各地で大規模な洪水被害が発生し、

JACTIM とクアラルンプール日本人会と合同で被災者への救済の一助として、義援金を募り、

Malaysian Red Crescent Society （マレーシア赤新月）へ寄付を行った。
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４０周年あとがき

広報委員長  小田竜介

　JACTIMを通しての日本とマレーシアの歴史も４０年となりました。この４０年のあいだ両国

の関係はとても良好で成熟した関係を築き続け、５０周年の大きな節目まであと１０年！というと

ころまで来ています。そのなかで、このたび４０周年誌を編纂する機会に恵まれ、広報委員一同大

変光栄に思っております。

　この１０年は、これまでに JACTIM が経験したことがないような激しい１０年になりました。

映画化されそうなほどドラマチックだったナジブ政権への反発から１８年に奇跡のマハティール新

政権の誕生、と思えばわずか２年でその政権が転覆、この先どうなるのかと思っていたら、全く予

期せぬところからCOVID- １９が世界中にパンデミックをもたらし、経済活動以前に人としての

社会活動そのものが脅かされる大混乱が起こりました。

　Quarantine, Lockdown, MCO, CMCO, RMCO, EMCO, MySejahtera, Keep Distancing, 

PCR test, Pandemic, Endemic…覚えているだけでも、この時期特有の英語や専門用語（専門

造語？）がたくさん飛び交いました。人と人との接触が厳しく制約を受ける中、デジタル技術の革

新と応用を背景としたデリバリーサービス、非接触サービスがすさまじい勢いで発展した突然変異

的な期間にもなりました。２０２０年に始まったパンデミックは２０２２年には落ち着き、社会活

動、経済活動もほぼ回復しています。

　このような不測の事態に、マレーシアでビジネスを行う日系企業がまず問い合わせをし、最新情

報の確認やマレーシア政府に提出したい要望を伝える窓口として JACTIMが果たした役割はとて

も大きく、その存在が心強いものであったと当時を振り返って感じます。

　非常時を通して JACTIMという組織が、マレーシアでビジネスを行う日系企業にとって、また

日系企業とビジネスを通じた交流を深めたいと考えているマレーシア企業、団体にとっていかに重

要な存在であるのか、ということを幾度となく実感、目の当たりにしてきましたことは４０周年誌

の編纂に携わったものとしてしっかり記録、お伝えしておきたいと思います。やっぱり JACTIM

はとても大事！

　激動のマレーシアで頑張った日系企業のみなさんの足跡が詰まった４０周年誌、ちょっとした時

間にいろんな皆様が手に取り、ご自身に合ったノウハウが発見できることを願っています。

　JACTIMは更なる発展と共に、日本とマレーシアのビジネス交流を促進する役割を果たしてい

くことでしょう。ますます明るく素晴らしい５０周年を目指して。

　Can can ！Malaysia Boleh ！
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４０年史作成にあたった広報渉外委員会委員一覧  
 

 委 員 長 小田 竜介 （博報堂 マレーシア）

 副委員長 /Bridge編集長 柏村 信光 （インフィニティ ファイナンシャル ソリューションズ）

 委 員 齋數 一平 （三井住友海上火災保険マレーシア）

 〃  梅枝 雅子 （国際交流基金クアラルンプール日本文化センター）

 〃 森 正太郎 （三菱商事クアラルンプール支店）

 〃 山本 有里 （ANA）

 〃 本多 孝浩 （ソフトバンクマレーシア）

 〃 澤部 幹 （KDDI マレーシア）

 〃 箱木 恵梨子 （ライクアライジングサン）

 参 与 黒谷 要介 （日本国大使館）

 アドバイザー 永井 智子 （日本国大使館）

 〃 高野 光一 （JETRO クアラルンプール）

 事 務 局 樵田 侑樹 （JACTIM）

 〃 平木 彩友美 （JACTIM）
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